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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

３ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日

企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平

成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第97期 第98期 第99期 第100期 第101期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 199,420 236,325 278,300 293,259 311,785

経常利益 (百万円) 13,728 24,672 27,700 29,582 34,769

当期純利益 (百万円) 6,115 13,035 16,541 17,685 20,619

純資産額 (百万円) 110,988 113,522 130,738 146,052 173,977

総資産額 (百万円) 203,061 217,689 249,937 266,190 304,238

１株当たり純資産額 (円) 589.73 610.81 703.84 786.30 936.84

１株当たり当期純利益 (円) 31.75 68.84 88.38 94.44 110.22

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 54.7 52.1 52.3 54.9 57.2

自己資本利益率 (％) 5.4 11.6 13.5 12.8 12.9

株価収益率 (倍) 32.7 21.7 22.5 17.2 22.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 19,629 34,955 33,684 35,872 42,565

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △14,917 △22,041 △29,227 △27,577 △25,010

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △15,957 △7,056 △4,000 △2,843 △5,507

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 27,835 33,232 32,635 38,332 52,340

従業員数 
[外、平均臨時従業員数]

(名) 7,732 8,660 9,426 9,801
10,727

    [1,247]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

３ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日

企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平

成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

  

回次 第97期 第98期 第99期 第100期 第101期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 152,634 179,677 208,648 220,004 218,853

経常利益 (百万円) 10,399 15,264 15,718 17,217 19,518

当期純利益 (百万円) 4,067 7,140 9,277 9,996 11,832

資本金 (百万円) 30,514 30,514 30,514 30,514 30,514

発行済株式総数 (株) 188,240,256 188,240,256 188,240,256 188,240,256 188,240,256

純資産額 (百万円) 107,122 105,650 117,111 124,137 139,012

総資産額 (百万円) 171,663 177,852 202,110 204,578 227,483

１株当たり純資産額 (円) 569.18 568.58 630.57 668.33 748.50

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

12.00

(6.00)

13.00

(6.00)

14.00

(7.00)

16.00

(7.00)

20.00

(10.00)

１株当たり当期純利益 (円) 21.11 37.54 49.40 53.15 63.00

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ─ ─

自己資本比率 (％) 62.4 59.4 57.9 60.7 61.1

自己資本利益率 (％) 3.7 6.7 8.3 8.3 9.0

株価収益率 (倍) 49.2 39.9 40.2 30.5 39.8

配当性向 (％) 55.9 34.0 28.3 30.1 31.7

従業員数 (名) 3,211 3,196 3,168 3,151 3,187



２ 【沿革】 

 
  

大正９年12月 北野商会を創立、自動車用電球の製造ならびに販売開始

昭和８年５月 資本金50万円で株式会社に改組し、スタンレー電気株式会社に商号変更

９年12月 大阪府大阪市に大阪出張所(現・大阪支店)を開設

15年４月 セレン整流器の製造開始

18年５月 時局の要請により、北野電気工業株式会社と改称

24年10月 旧商号スタンレー電気株式会社に復元

27年１月 シールドビーム・自動車照明器具の製造に着手

33年11月 愛知県名古屋市に名古屋出張所(現・名古屋支店)を開設

35年３月 静岡県浜松市に浜松工場開設、自動車用電装品を製造

35年12月 神奈川県秦野市に秦野製作所開設、自動車用電装品を製造

36年10月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

37年２月 東京証券取引所市場第一部指定

40年４月 シリコン素子の製造開始

42年10月 株式会社スタンレーいわき製作所を設立(現・連結子会社)

43年４月 超小形電球の製造開始

44年12月 神奈川県横浜市に技術研究所開設

45年５月 株式会社スタンレー宮城製作所を設立(現・連結子会社)

45年８月 株式会社スタンレー鶴岡製作所を設立(現・連結子会社)

45年10月 大阪証券取引所市場第一部に株式を上場

45年10月 株式会社スタンレー伊那製作所を設立(現・連結子会社)

48年８月 広島県東広島市に広島工場を開設、自動車用照明製品を製造

50年２月 熊本県阿蘇郡に熊本工場を開設、自動車用照明製品を製造

51年７月 高輝度発光ダイオードの製造開始

52年９月 EDR(欧州預託証券)を発行し、ルクセンブルグ証券取引所に上場

53年９月 ドイツマルク建転換社債を発行し、フランクフルト証券取引所に上場

54年10月 Stanley Electric U.S. Co., Inc.を設立し、北米事業に進出(現・連結子会社)

55年４月 カラー液晶の製造開始

55年５月 タイにおける自動車用照明機器の生産拠点として Thai Stanley Electric Public 

Co., Ltd.を設立(現・持分法適用関連会社)

56年９月 愛知県額田郡（現・岡崎市）に岡崎製作所開設、自動車用電装品を製造

59年９月 茨城県つくば市に筑波研究所開設

59年10月 欧州戦略拠点としてフランスにSTANLEY-IDESS S.A.(現・STANLEY-IDESS S.A.S.)を

設立(現・連結子会社)

61年８月 栃木県宇都宮市に宇都宮技術センターを開設

61年11月 アメリカにおける第二の生産・販売拠点としてI I Stanley Co., Inc.を設立(現・

連結子会社)

62年10月 米貨建新株引受権付社債を発行し、ロンドン証券取引所に上場

62年12月 タイにおける電子機器の生産拠点として Asian Stanley International Co., Ltd.

を設立(現・連結子会社)



 
    17年５月 韓国の販売拠点としてStanley Electric Korea Co., Ltd.を設立（現・連結子会社） 

  

平成３年８月 神奈川県横浜市に横浜技術センターを開設

４年３月 ユーロ円建普通社債を発行し、ロンドン証券取引所に上場

５年４月 香港に電子機器の販売・調達拠点、香港賜丹雷電器有限公司(現・Stanley Electric 

(Asia Pacific) Ltd.)を設立(現・連結子会社)

５年７月 松尾電気株式会社の株式を取得し、特例子会社とする(現・連結子会社)

６年４月 山形県鶴岡市に山形工場開設、発光ダイオードを製造

６年４月 株式会社明拓システム(現・株式会社スタンレー滋賀製作所)を買収し、面光源事業

を強化(現・連結子会社)

７年７月 自動車機器事業・電子機器事業を併せ持つ中国コア拠点として天津斯坦雷電気有限

公司を設立(現・連結子会社)

10年４月 アメリカの電子機器製品販売・調達拠点として Stanley  Electric  Sales  of 

America, Inc.を設立(現・連結子会社)

10年10月 特例子会社として株式会社スタンレーウェルを設立(現・連結子会社)

12年３月 Stanley Electric Holding of America, Inc.を設立(現・連結子会社)

12年４月 Stanley Electric Holding of America, Inc.は、米州域内における事業拠点を総合

した経営の効率化を目的として、当社が保有するStanley Electric U.S. Co., 

Inc.、I I Stanley Co., Inc.、Stanley Electric Sales of America, Inc.の株式

と株式交換を行い持株会社となる

13年８月 欧州の生産拠点としてハンガリーにStanley Electric Hungary Kft.を設立(現・連

結子会社)

13年９月 インドネシアの生産拠点としてPT. Indonesia Stanley Electricを設立(現・連結子

会社)

14年９月 中国の生産拠点として広州斯坦雷電気有限公司を設立(現・連結子会社)

15年２月 台湾の生産拠点として台湾斯坦雷科技股份有限公司を設立(現・連結子会社)

15年９月 シンガポールにStanley Electric Holding Asia-Pacific Pte. Ltd.を設立(現・連

結子会社)

15年９月 大阪証券取引所における株式の上場を廃止

16年４月 熊本事業所を閉鎖して浜松工場と統合し、静岡県引佐郡細江町（現・浜松市）に浜

松製作所を開設、自動車照明機器製品を製造



３ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社、連結子会社33社及び持分法適用関連会社２社で構成され、自動車機器製品、電子機器製

品の製造販売を主な内容とし、さらに各事業に関連するサービス等の事業活動を展開しております。 

国内関係会社は、主として当社の生産体制と一体となって、当社取扱製品の一部の製造を担当し、当社へ納入して

おります。 

海外関係会社は、当社得意先の海外進出への対応ならびに現地市場の販路拡大等のため当社取扱製品の製造販売を

行っております。 

当社グループの事業に係わる位置づけ、及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

 
上記の他、持株会社として北米拠点にStanley Electric Holding of America,Inc.、アジア・大洋州拠点に 

Stanley Electric Holding Asia-Pacific Pte.Ltd.、Hella-Stanley Holding Pty Ltd（※1）がございます。 

(注） 

1. 当社を除く日本の製造・販売会社は、全て生産子会社であります。 

2. ※1 持分法適用関連会社 

3. 当社を除く※1以外は連結子会社 

4. ※2 (株)スザックは平成17年9月30日をもって解散し、平成18年４月27日に清算結了しております。 

5. ※3 PT.Indonesia Stanley Electricは自動車機器事業とその他事業を展開しております。 

事業区分 主要製品 地域別 製造・販売会社 販売会社他

自動車機器事業

四輪照明製品 
 
 
二輪照明製品 
 
 
カーエレクトロ
ニクス製品 
 
 
アクセサリー＆
パーツ製品

日本
スタンレー電化㈱ 

㈱スタンレー新潟製作所
―――

北米 I I Stanley Co., Inc. ―――

アジア・
大洋州

PT. Indonesia Stanley Electric

※３

Vietnam Stanley Electric 

Co., Ltd.

―――

その他 
の地域

Stanley Electric Hungary Kft. 

広州斯坦雷電気有限公司 

重慶華渝斯坦雷灯具有限公司

―――

日本
当社 

㈱スタンレー宮城製作所
―――

北米 Stanley Electric U.S. Co., Inc. ―――

アジア・
大洋州

Thai Stanley Electric Public 

Co.,Ltd. ※１ ※４ 

Asian Stanley International  

Co.,Ltd.

―――

電子機器事業

コンポーネンツ
製品 
 
 
 
 
 
 
電子応用製品

その他 
の地域

天津斯坦雷電気有限公司

深圳斯坦雷電気有限公司

Stanley Electric GmbH 

Stanley Electric(U.K.)Co., 

Ltd.

日本

㈱スタンレーいわき製作所 

㈱スタンレー鶴岡製作所 

㈱スタンレー滋賀製作所 

㈱スタンレー伊那製作所

―――

北米 ―――
Stanley Electric Sales of  

America,Inc.

アジア・
大洋州

台湾斯坦雷科技股份有限公司

Stanley Electric 

(Asia Pacific)Ltd.

Stanley Electric Korea 

Co.,Ltd. ※５

その他 
の地域

蘇州斯坦雷電気有限公司
STANLEY-IDESS S.A.S. 

上海斯坦雷電気有限公司

その他事業 その他

日本
㈱スタンレーウェル 

松尾電気㈱

㈱スタンレーパル 

㈱スザック ※２

アジア・
大洋州

Stanley Electric Engineering  

India Pvt. Ltd.

PT. Indonesia Stanley Electric

※３

Thai Stanley Electric Public 

Co.,Ltd. ※１ ※４

―――



6. ※4 Thai Stanley Electric Public Co.,Ltd.は自動車機器事業、電子機器事業及び 

    その他事業を展開しております。 

7. ※5 平成17年5月に電子機器製品の営業・販売拠点として韓国にStanley Electric Korea  

        Co.,Ltd.を設立しました。 



以上の企業集団の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
  

名称 住所
資本金 
又は出資金

主要な
事業の内容

議決権の
所有(被所有) 
割合

関係内容

役員の兼任等

資金
援助

営業上の
取引

設備
の賃
貸借

所有
割合
(％)

被所有
割合
(％)

当社
役員 
(名)

当社
従業員
(名)

(連結子会社)

㈱スタンレー 
いわき製作所

※１ 福島県いわき市 2,500百万円 電子機器事業 100.0 ― 1 6 貸付金
当社製品
の製造

あり

㈱スタンレー 
鶴岡製作所

※１ 山形県鶴岡市 2,100百万円 同上 100.0 ― 2 5 なし 同上 あり

㈱スタンレー 
宮城製作所

宮城県登米市 490百万円
自動車機器事業
電子機器事業

100.0 ― 1 6 なし 同上 あり

㈱スタンレー 
ウェル

神奈川県 
秦野市

10百万円 その他事業 100.0 ― 1 4 なし 同上 あり

㈱スタンレー 
滋賀製作所

滋賀県大津市 200百万円 電子機器事業 100.0 ― 2 3 貸付金 同上 あり

㈱スタンレー 
伊那製作所

長野県飯田市 300百万円 同上 100.0 ― 1 6 なし 同上 あり

スタンレー電化㈱
神奈川県 
秦野市

96百万円 自動車機器事業 99.9 ― 1 4 なし 同上 あり

㈱スタンレー 
新潟製作所

※２ 新潟県新潟市 160百万円 同上
90.0
(1.6)
[9.4]

― 2 4 なし 同上 あり

松尾電気㈱ 広島県三原市 10百万円 その他事業 75.0 ― ― 5 なし 同上 なし

㈱スタンレーパル 東京都目黒区 100百万円 同上 100.0 ― 1 3 貸付金 なし あり

㈱スザック
※２ 
※４

東京都目黒区 50百万円 同上
61.5
[19.7]

― ― 1 なし
当社製品
の販売

あり

Stanley  Electric 
U.S. Co., Inc.

※１ 
※２ 
※６

London 
Ohio U.S.A. 

US$
28,500千

自動車機器事業
電子機器事業

100.0
(100.0)

― 1 2 なし
当社製品
の製造 
販売

なし

I I Stanley 
Co., Inc.

※１ 
※２

Battle Creek 
Michigan 
U.S.A. 

US$
43,100千

自動車機器事業
86.0
(86.0)

― 3 2 なし 同上 なし

Stanley Electric  
Sales of  
America,Inc.

※２
Irvine  
California 
U.S.A.

US$
1,500千

電子機器事業
100.0
(100.0)

― 2 2 なし
当社製品
の販売

なし

Stanley Electric 
Holding of  
America,Inc.

※１
Battle Creek 
Michigan 
U.S.A.

US$
67,216千

持株会社 100.0 ― 3 ― なし なし なし

Stanley Electric 
Hungary Kft.

※２
Gyongyos 
Hungary

EUR
5,300千

自動車機器事業
80.0
[20.0]

― 2 6 貸付金
当社製品
の製造 
販売

なし

Stanley Electric 
GmbH

Mörfelden - 
walldorf  
Germany

EUR
178千

自動車機器事業
電子機器事業

100.0 ― 2 6 なし
当社製品
の販売

なし

Stanley Electric 
(U.K.)Co., Ltd.

Bracknell 
Berkshire 
U.K.

£
800千

同上 100.0 ― 2 5 なし 同上 なし

STANLEY-IDESS  
S.A.S.

Nanterre 
France

EUR
907千

電子機器事業 90.1 ― 2 3 なし 同上 なし

台湾斯坦雷科技股份 
 有限公司    ※２

台湾 
台南市

NT$
280,000千

同上
100.0
(75.0)

― 1 6 貸付金
当社製品
の製造 
販売

なし

Stanley Electric 
Engineering 
India Pvt. Ltd.

※２
Gurgaon 
India

INR
161,000千

その他事業
90.0
[10.0]

― 3 5
銀行借
入保証

同上 なし

Asian Stanley  
International 
Co., Ltd.

※２
Ladlumkaew 
Pathumthanee 
Thailand

B
400,000千

自動車機器事業
電子機器事業

77.5
(10.0)
[15.0]

― 2 6 なし 同上 なし

PT. Indonesia 
Stanley Electric

※２
Banten 
Indonesia

US$
7,500千

自動車機器事業
その他事業

60.0
[10.0]

― 3 3 なし 同上 なし



 
(注) ※１ 特定子会社であります。 

２ 「議決権の所有(被所有)割合」欄の(内書)は間接所有割合であり、[外書]は緊密な者等の所有割合であり

ます。 

３ 持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。 

    ４ (株)スザックは平成17年９月30日をもって解散し、平成18年４月27日に清算結了しております。 

    ５ 平成17年５月に電子機器製品の営業・販売拠点として韓国にStanley Electric Korea Co.,Ltd. 

       を設立しました。 

６ 売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)が連結売上高の10％を超える連結子会社の「主要な損益情報

等」は次のとおりであります。 

  

 
  

名称 住所
資本金 
又は出資金

主要な
事業の内容

議決権の
所有(被所有) 
割合

関係内容

役員の兼任等

資金
援助

営業上の
取引

設備
の賃
貸借

所有
割合
(％)

被所有
割合
(％)

当社
役員 
(名)

当社
従業員
(名)

Vietnam Stanley 
Electric  
Co., Ltd.

※２ 
※３

Hanoi Vietnam
US$

6,300千
自動車機器事業

50.0
[20.0]

― 3 2 なし
当社製品
の製造 
販売

なし

Stanley Electric 
(Asia Pacific) 
Ltd.

Tsimshatsui 
Kowloon, 
Hong Kong

HK$
1,250千

電子機器事業 100.0 ― 2 5 なし
当社製品
の販売

なし

Stanley  Electric 
Korea Co.,Ltd.

※５ Seoul, Korea
WON 
1,000,000千

同上 100.0 ― 1 6 なし 同上 なし

Stanley Electric 
Holding Asia- 
Pacific Pte.Ltd.

Singapore
SG$

1,500千
持株会社 100.0 ― 3 2 なし なし なし

蘇州斯坦雷電気 
有限公司

中華人民共和国
江蘇省蘇州市 

US$
5,550千

電子機器事業 100.0 ― 2 3 なし
当社製品
の製造 
販売

なし

深圳斯坦雷電気 
有限公司

※２
中華人民共和国
広東省深圳市

US$
2,500千

自動車機器事業
電子機器事業

100.0
(30.0)

― 1 4 なし 同上 なし

天津斯坦雷電気 
有限公司

中華人民共和国
天津市 

US$
26,578千

同上 90.0 ― 2 4 なし 同上 なし

広州斯坦雷電気 
有限公司

中華人民共和国
広東省広州市

US$
19,700千

自動車機器事業 60.0 ― 1 3 なし 同上 なし

重慶華渝斯坦雷 
灯具有限公司

中華人民共和国
重慶市 

US$
4,000千

同上 53.0 ― 1 2 なし 同上 なし

上海斯坦雷電気 
有限公司

※２
中華人民共和国
上海市

US$
200千

電子機器事業
100.0
(30.0)

― 1 4 なし
当社製品
の販売

なし

(持分法適用関連会社)

Thai Stanley  
Electric Public  
Co., Ltd.

※２
Banklang 
Pathumthanee 
Thailand

B
383,125千

自動車機器事業
電子機器事業 
その他事業

30.4
(0.4)

― 2 5 なし
当社製品
の製造 
販売

なし

Hella-Stanley 
Holding Pty Ltd

Mentone, 
Victoria 
Australia

A$
8,510千

持株会社 50.0 ― 2 ― なし なし なし

会社名
売上高 
(百万円)

経常利益
(百万円)

当期純利益
(百万円)

純資産額
(百万円)

総資産額 
(百万円)

Stanley Electric 
U.S. Co., Inc.

35,680 4,031 2,644 14,112 22,565



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であり、臨時従業員数は、[ ]内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しております。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、連合・JAM加盟スタンレー電気労働組合(組合員数2,768名)および全金スタンレー

電気労働組合(組合員数7名)が組織されております。 

また、主な当社国内グループでは、連合・JAM加盟スタンレー鶴岡製作所労働組合(組合員数596名)、

連合・JAM加盟スタンレーいわき製作所労働組合(組合員数239名)、連合・JAM加盟スタンレー宮城製作

所労働組合(組合員数206名)等が組織されております。 

なお、労使関係について現在特に記載すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

自動車機器事業                   5,024 [ 930]

電子機器事業                   4,052 [ 231]

その他事業                   199 [  18]

全社                   1,452 [  68]

合計                  10,727  [ 1,247]

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

3,187 40.9 17.7 6,597



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 ① 全般的な営業の概況 

  当連結会計年度の売上高は3,117億８千５百万円（前期比6.3％増）、営業利益は320億３千９百万円 

（前期比13.3％増）、経常利益は347億６千９百万円（前期比17.5％増）、当期純利益は 

206億１千９百万円（前期比16.6％増）となり、売上高、営業利益、経常利益、当期純利益に 

おいて過去最高となりました。 

 

② 事業の種類別セグメントの概況 

  事業の種類別セグメントの概況は、以下のとおりであります。 

   自動車機器事業の売上高は2,138億１千１百万円（前期比11.9％増）、営業利益は164億４千８百万 

 円（前期比55.5％増）となりました。 

  電子機器事業の売上高は963億７千８百万円（前期比2.7％減）、営業利益は126億８百万円 

 （前期比14.4％減）となりました。 

   その他事業については、売上高は15億９千５百万円（前期比46.9％減）、営業利益は３千６百万円 

 （前期比265.6%増）となりました。 

 （注） 事業の種類別セグメントについては、第５ 経理の状況 １（１）連結財務諸表 注記事項（セグメント 

情報） 事業の種類別セグメント情報 当連結会計年度の（注）５に記載のとおり、事業区分を変更して 

おります。このため、当該項目における売上高並びに営業損益の前期比については、前連結会計年度分 

を遡及修正した金額に基づき算出しております。 

  

  ③ 所在地別セグメントの概況 

      所在地別セグメントの概況は、以下のとおりであります。 

      日本の売上高は1,846億７千５百万円（前期比3.3％減）、営業利益は159億９千８百万円 

   （前期比3.0％減）となりました。 

       北米の売上高は656億３百万円（前期比17.0％増）、営業利益は52億７千５百万円 

   （前期比11.0％増）となりました。 

       アジア・大洋州の売上高は312億４千３百万円（前期比25.4％増）、営業利益は48億３千２百万円 

   （前期比26.8％増）となりました。 

       その他の地域の売上高は302億６千２百万円（前期比41.8％増）、営業利益は37億８千６百万円 

     （前期比97.8％増）となりました。 

  

 (2) キャッシュ・フローの状況 

    当連結会計年度における現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フロー425億6千5百万 

   円があった一方で、有形固定資産の取得による支出240億4千万円、配当金の支払額35億2千5百万円 

     等があったものの、前連結会計年度末に比べ140億7百万円増加し、当連結会計年度末は、523億4千万 

     円となりました。 

  

   なお、詳細につきましては、「７ 財政状態及び経営成績の分析」に記載しております。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

なお、当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較にあたっては 

前連結会計年度分を変更後の区分に組替えしております。 
  

 
(注) １ 金額は販売価格により、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社グループは、主に自動車・電子機器メーカーに対し部品を中心に納入するメーカーであります。

当業界の受注方法は、メーカーの生産計画について３か月程度前に生産見込数量の連絡を受けた後、

納品までの間に確定情報を得る形態が一般的となっております。これらの期間等は得意先ごとに異な

り、かつ、納品にいたるまで納入数量・時期・品目が変更されることがあります。 

当社グループは、数多くの得意先に対し、極めて多種類の製品を納入しており、それぞれの受注形態

に対応して、過去の実績・予測・生産能力等を勘案のうえ生産を行っているので、受注高・受注残高の

記載を省略しております。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

なお、当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較にあたっては 

前連結会計年度分を変更後の区分に組替えしております。 

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 
３ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

自動車機器事業 211,486 13.7

電子機器事業 95,256 26.2

その他事業 701 53.1

合計 307,444 17.4

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

自動車機器事業 213,811 11.9

電子機器事業 96,378 △2.7

その他事業 1,595 △46.9

合計 311,785 6.3

相手先

前連結会計年度
(平成17年３月期)

当連結会計年度 
(平成18年３月期)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

本田技研工業 
株式会社

41,786 14.2 41,173 13.2



３ 【対処すべき課題】 

日本経済は、企業収益の改善による設備投資の拡大と雇用回復による個人消費の増加など、回復傾向に

ありますが、定率減税の廃止など個人消費を抑制する懸念材料もあり、予断を許さない状況にあります。

  また、米国経済はＦＲＢの継続的な金利引上げにより実質成長が鈍化する懸念があり、中国も政府の金

融引き締め策や人民元相場の上昇傾向を受け、景気拡大ペースの緩やかな鈍化が予想されます。 

  こうした状況の中、当社ならびにグループ各社は、『スタンレーグループビジョン』に向け「第Ⅱ期中

期３ヶ年経営計画（Ⅱ中）」を平成16年4月から実行に移し、2年目を終了し、立案した計画を着実に遂行

しております。  

Ⅱ中の戦略は、ターゲットとする市場の規模、成長性を予測し、当社の強みを生かした最適な投資対効果

を読み込み策定されています。  

  特に、「第Ⅰ期中期３ヶ年経営計画（Ⅰ中）」で基礎固めを行ってきた「ものづくり」の基盤となる

「生産革新活動」は、強みの源泉を生みだすものとして、Ⅱ中でもグループをあげて精力的に取り組んで

おります。いかなる環境変化にも耐えられる強靭な企業体質への変革を目指し、より一層進化を加速させ

てまいります。 

  また、永続的成長に向けた新製品・新事業の開拓に注力し、将来の柱となる有望な新製品やスター事業

の創出を目指していきます。具体的には、研究・開発機能のプロセス全般を徹底的に見直し改革を断行し

ました。昨年度からは、新マネジメント体制により、有望な製品開発テーマの発掘、効果的な開発の促

進、そして最適なタイミングでの市場投入を機能させ、早期に成果を打ち出せるよう傾注しています。 

  さらに、企業としての社会的使命・責任を果たすべく、安心して使っていただける、高信頼・高品質な

製品、また地球環境へ充分配慮した製品を提供し続けていきます。 

  また、グローバルな競争に勝ち抜くため、当社ならびにグループ各社は一丸となって生産性・効率性を

重視した経営を行っております。 

  すなわち、市場や市況が急激に変化するようないかなる環境においても振り回されない、真に体質の強

い企業集団を目指し、最適な「ものづくり」を追求する「生産革新活動」を、間接部門を含む全てのビジ

ネスプロセスにまで展開し、より広範囲で高度な生産性向上を日々継続してまいります。 

  国内の自動車ランプ主力工場である秦野製作所では、生産性を極限まで追求できるモデル工場を目指

し、投資対効果を入念に検討した結果、段階を踏んだ再構築を展開しております。「生産革新活動」で培

ってきたノウハウを建物の設計段階から取り入れ、投資効率を最大限に追求した工場として展開し、生産

効率を最大限に高めてまいります。また、ゴミや埃の対策を徹底し、よりクリーンな製造環境を実現する

ことによって、ヘッドランプの品質向上をはかるなど、お客様からの品質要求に応えてまいります。さら

に、開発から製造・販売までの全ての機能が生産に対して十分な価値が提供できるような仕組みを構築

し、機能連携を強化することにより、多様化するニーズを的確に捉え、競争力ある製品を提供してまいり

ます。 

  なお、秦野再構築の完成までは、段階を踏んだ展開計画であり、最初のステップとしては平成17年８月

に新６号館が完成・稼動を開始しております。今後建設を開始する新1号館は二段階で展開する計画で、

第Ⅰ期は平成18年12月、第Ⅱ期は平成20年10月の完成を予定しております。 

  グループのグローバル展開におきましては、各地域における市場動向を洞察し、投資対効果を慎重に見

極めた上で拠点進出を決定し、最適生産・販売体制の充実に努めてまいります。 

  今後も、グループのグローバルを意識した体質の強化に努め、世界のあらゆる地域の顧客に対してスピ

ーディーで細やかな対応ができる体制の充実を図ってまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 



当社ならびにグループ各社の経営成績、財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のよう

なものがあります。 

なお、本項に記載した見込み、見通し、方針、所存等の将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日

において判断したものであり、将来に関する事項には、不確実性を内在しており、あるいはリスクを含ん

でいるため、将来生じる実際の結果と大きく異なる可能性もあります。 

 

（1）経済状況について 

     当社グループは、日本、北米、アジア、中国、欧州とグローバルに事業を展開しております。  

     そのため、当社グループが製品を販売している国や地域の経済状況の変動により、当社グループの 

   業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

（2）為替変動等の影響について 

     当社グループは、自動車機器製品、電子機器製品の製造販売を主な内容とし、さらに各事業に  

   関連するサービス等の事業を展開しております。当社グループの製品は日本国内のほか、北米、  

   その他の地域において販売されており、各地域における景気・消費動向等が、当社グループの業績  

   および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループの連結売上高に占める  

   海外売上高の割合は、平成17年3月期では36.5％、平成18年3月期では42.1％となっております。  

     このため為替予約等によるリスクヘッジを行っておりますが、当社グループの業績は為替変動の 

   影響を受ける可能性があります。 

（3）製品の欠陥について 

     当社グループでは、世界の各拠点で、世界に認められる品質管理基準のもと、製造を行なっており 

   ますが、将来にわたり、全ての製品において欠陥やリコールがないという保証はありません。  

   大規模なリコールにつながるような製品の欠陥は、当社グループの業績および財務状況に悪影響を  

   及ぼす可能性があります。  

  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

  

 
(注) 現在契約更改中であります。 

  

契約会社名：スタンレー電気株式会社(当社)

提携先(技術導入) 内容 期間

株式会社日立製作所 液晶表示装置に関する特許 該当特許の有効期間中

提携先(技術提供) 内容 期間

Thai Stanley Electric Public  
Co., Ltd.            (タイ)

自動車用ランプ類に関する技術 平成21年３月31日

SL Lighting Corporation  (大韓民国) 自動車用ランプ類に関する技術 平成21年３月31日

大億科技股份有限公司      (台湾) 面光源に関する技術 平成19年３月31日

Lumax Industries Ltd.     (インド) 自動車用ランプ類に関する技術 平成18年３月31日 (注)



６ 【研究開発活動】 

当社グループにおいて、研究開発活動は、連結財務諸表を作成する当社のみが行っております。 

 当社がグループビジョンで提唱している「光の価値の限りなき追求」と「ものづくりを究める経営革

新」によって、真に必要とされる価値を創造し、広く社会に貢献することを実現するために「研究開発セ

ンター」が中心となって研究開発活動を行っております。 

 「研究開発センター」では、光の５つの価値（光を創る、光で感知・認識する、光で情報を自在に操

る、光のエネルギーを活かす、光で場を演出する）を追求し、世界最高レベルの光関連技術を保持するた

めに独創技術を創造してまいります。 

 また、当社グループの主力事業である自動車機器事業及び電子機器事業を含め永続的成長に向けた新製

品・新事業の開拓に注力し、将来の柱となる有望な新製品やスター事業の創出を目指していきます。その

一環としてスタートさせた新マネジメント体制により、厳選した開発テーマを効率的に推進し、最適なタ

イミングで市場投入する体制が整いました。その効果を早期に顕在化させるとともに、さらなる成果向上

を目指して研究開発プロセスの改革を推進してまいります。 

 今後も「研究開発センター」では、光の５つの価値の追求に必要な技術の育成、市場ニーズの技術開発

への素早いフィードバック、開発した技術の有効活用を図り、「独創的な技術、競争力のある商品」を常

に生み出すべく、鋭意努力してまいります。 

 なお、研究開発費の総額は4,397百万円であり、内訳は、自動車機器事業に係る研究開発費1,786百万

円、電子機器事業に係る研究開発費1,322百万円、全社共通に係る研究開発費1,288百万円であります。 

 

主な研究開発 

 （１） オプトエレクトロニクス分野 

     ・ 高出力発光ダイオード 

     ・ 赤外受発光素子 

     ・ 高速光伝送技術 

 （２） ディスプレイ分野 

     ・ 超高コントラストＬＣＤ 

     ・ ディスプレイ駆動回路 

 （３） 光源・照明分野 

     ・ 自動車用照明機器 

     ・ 冷陰極型蛍光ランプ（ＣＣＦＬ） 

     ・ ＬＥＤ一般照明 

     ・ 液晶表示用面光源ユニット 

 （４） ソフトウェア分野 

     ・ 配光シミュレーション 

     ・ 光学デバイス最適形状設計ツール 

     ・ ヒューマンインターフェイス 

 （５）上記デバイスや技術を総合化した応用製品 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当連結会計年度の財政状態および経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

(1) 概要 

当連結会計年度の日本経済は、企業収益の改善による設備投資の増大基調を維持し、堅調な雇用・所

得環境に支えられ、個人消費も緩やかながらも回復傾向となりました。 

 一方、海外に目を向けますと、米国では、大型ハリケーンや原油価格高騰による影響が懸念されたも

のの、民間需要を中心に内需が回復し、景気は底固く推移しました。 

 中国においては、投資と輸出をけん引役とした高成長が持続しています。 

  他のアジア各国では、景気の拡大維持や輸出の増加に支えられ、総じて好調に推移しました。 

  欧州では個人消費は依然として弱さが残るものの輸出に支えられ緩やかな回復となりました。 

  当社グループが関連する自動車産業におきましては、世界生産台数が前年に比べ微増となりました。

  電子機器産業におきましては、全体としては好調に推移しましたが、需要の一巡によって 

伸び悩んだものがあるなど、製品によってバラつきが見られました。 

  以上のような環境下、当社グループでは、市場変化への迅速な対応を行うべく、市場ニーズを的確に

捉えた製品開発と「生産革新活動」による生産性向上ならびに効率重視の投資などの実施により利益拡

大に努めてまいりました。 

 この結果、売上高、営業利益、経常利益、当期純利益において過去最高となりました。 

また、株主資本当期純利益率、総資本経常利益率とも前年度より良化しました。 

(2) 為替変動の影響 

円の為替レートの変動により、当連結会計年度の売上高は前連結会計年度に比べ84億円、営業利益は

７億円、各々増加したと試算されます。ただし、この試算は、当連結会計年度の外貨建の営業収入、売

上原価、販売費及び一般管理費に、前連結会計年度の東京外国為替市場における平均円レートを適用し

て算出したものであり、為替変動に対応した販売価格の変更の影響は考慮されておりません。 

(3) 売上高および営業利益について 

自動車の生産台数は、北米で横ばい、欧州で微減、日本で微増となり、アジア・大洋州や中国で大幅

に増加したことにより、世界生産は総じて堅調に推移しました。 

  このような状況の中、高付加価値製品の割合の増加やヘッドランプの大型化、さらに日系カーメーカ

ーの販売台数がアジア、北米、欧州で好調に推移したことにより、四輪事業の売上高は増加しました。

  また、二輪事業は、国内およびアジアの関係会社が伸長したことにより全体では増収となりました。

  ＡＰ事業におきましても、競争が一段と激化している市場環境の中、純正や市販市場への積極的な 

新製品投入により、売上高は増加しました。 

  さらに「生産革新活動」による歩留まり改善効果が寄与しました。 

  これらの結果、自動車機器事業の売上高は2,138億１千１百万円（前期比11.9％増）、営業利益は 

164億４千８百万円（前期比55.5%増）となりました。 

  電子機器市場については全体としては堅調に推移しました。 

しかし、フラットパネルディスプレイ（ＦＰＤ）ＴＶなど旺盛な需要に支えられて大きく伸長した製品

がある一方、携帯電話やデジタルスチルカメラ（ＤＳＣ）など需要の一巡、価格下落の影響により伸び

悩んだ製品があるなど、個別には浮き沈みが見られます。 

 当社グループでは、これら市場変化の影響を受け、冷陰極型蛍光ランプ（ＣＣＦＬ）の売上高が増加

しましたが、ＬＥＤや液晶用バックライトユニットの売上高は減少しました。 

 これらの結果、電子機器事業の売上高は963億７千８百万円（前期比2.7％減）、営業利益は 

126億８百万円（前期比14.4％減）となりました。 

その他事業におきましては、金型事業、障害者雇用促進事業、グループ福利厚生・金融・サービス事



業は堅調に推移したものの、子会社の事業を清算したことにより、売上高は15億９千５百万円 

（前期比46.9％減）、営業利益は３千６百万円(前期比265.6％増)となりました。 

 所在地別に見ますと、日本におきましては、製造業の海外への生産移転による空洞化が懸念される

中、国内自動車生産台数は輸出に支えられ微増となりました。 

当社自動車機器事業におきましては、ＡＦＳやＨＩＤヘッドランプなどの高付加価値製品が増加した

ことにより売上高は増加しました。営業利益は、「生産革新活動」による生産性の向上が寄与し増益と

なりました。 

 また、電子機器事業におきましては、主に液晶ＴＶ向けが好調なＣＣＦＬが伸長したものの、携帯電

話、ＤＳＣなどの市況環境の悪化による小型液晶用バックライトユニットが受注減となりました。 

  その結果、日本の売上高は1,846億７千５百万円（前期比3.3％減）、営業利益は159億９千８百万円 

（前期比3.0％減）となりました。 

 北米におきましては、米国自動車販売台数が伸び悩む中、日系カーメーカーは好調を維持しており、

当社グループもその影響を追い風として堅調に推移いたしました。 

 その結果、北米の売上高は656億３百万円（前期比17.0％増）、営業利益は52億７千５百万円 

（前期比11.0％増）となりました。 

 アジア・大洋州におきましては、世界的に好調な二輪市場向け製品および電子デバイスの受注増によ

り、総じて好調に推移しました。 

  その結果、アジア・大洋州の売上高は312億４千３百万円（前期比25.4％増）、営業利益は48億３千

２百万円（前期比26.8％増）となりました。 

 その他の地域におきましては、中国では、内需の成長および輸出の増加により好調に推移しました。

また、欧州におきましては、個人消費は依然弱さが残るものの、輸出に支えられ、おおむね堅調に推移

しました。 

当社グループも以上のような経済環境により、総じて堅調に推移しました。 

 その結果、その他の地域の売上高は302億６千２百万円（前期比41.8％増）、営業利益は37億８千６

百万円（前期比97.8％増）となりました。 

(4) 営業外収益(費用) 

営業外収益（費用）は、前連結会計年度の12億９千６百万円の収益（純額）から、27億３千万円の 

収益（純額）となりました。主に、持分法による投資利益の増加及び受取助成金の増加によるもので

す。 

(5) 特別利益(損失) 

特別利益（損失）は、前連結会計年度の５億４千３百万円の損失（純額）から、15億１千１百万円の

損失（純額）となりました。主に、投資有価証券売却益の減少によるものです。 

(6) 税金等調整前当期純利益 

税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度の290億３千８百万円から14.5％増加し、332億５千９百

万円となりました。 

(7) 法人税等 

税金等調整前当期純利益に対する法人税等の負担率は、前連結会計年度の35.0%から2.4ポイント低下

し、32.6%となりました。税率低下の主な理由は、当社より低い法定実効税率適用会社の影響によるも

のです。 



(8) 少数株主利益 

少数株主利益は、主として広州斯坦雷電気有限公司、PT. Indonesia Stanley Electric及びVietnam 

Stanley Electric Co., Ltd.の少数株主に帰属する利益からなり、前連結会計年度の11億７千５百万円

に対し、当連結会計年度は17億９千８百万円となりました。 

(9)当期純利益 

当期純利益は、前連結会計年度の176億８千５百万円に対し、５期連続して過去最高の206億１千９百

万円となりました。なお、１株当たり当期純利益は、前連結会計年度の94.44円に対し、110.22円とな

りました。 

(10)財政状態 

当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べて380億４千８百万円増加し  

3,042億３千８百万円となりました。  

 主な増加は、流動資産では現金及び預金が123億５千５百万円、たな卸資産が21億７百万円増加し、  

固定資産では投資有価証券が128億９千８百万円、有形固定資産が62億９千９百万円増加しました。  

 流動負債では、支払手形及び買掛金が15億３千２百万円増加し、固定負債では繰延税金負債が  

32億６千５百万円増加しました。  

 資本の部は、利益剰余金が169億３千３百万円、その他有価証券評価差額金が67億４千６百万円増加し

ました。 

(11)キャッシュ・フロー 

  

   
   当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、 

   営業活動によるキャッシュ・フロー425億６千５百万円があった一方で、有形固定資産の取得による支 

  出240億４千万円、配当金の支払額35億２千５百万円等があったものの、前連結会計年度末に比べ 

   140億７百万円増加し、当連結会計年度末は、523億４千万円となりました。 

平成17年３月期
(百万円)

平成18年３月期
(百万円)

増減額 
(百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー 35,872 42,565 6,693

投資活動によるキャッシュ・フロー △27,577 △25,010 2,567

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,843 △5,507 △2,664

現金及び現金同等物に係る換算差額 246 1,960 1,714

現金及び現金同等物の増加額 5,697 14,007 8,310

現金及び現金同等物の期首残高 32,635 38,332 5,697

現金及び現金同等物の期末残高 38,332 52,340 14,007



 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益332億５千９百万円、減価償却費 

  200億９千７百万円、固定資産除売却損益17億２千３百万円および売上債権の減少額12億６千２百万 

  円等による資金増があり、たな卸資産の増加額12億５千６百万円、仕入債務の減少額３億５千７百万 

  円、法人税等の支払額118億７千９百万円等による資金減があったものの、前連結会計年度に比べ66 

  億９千３百万円増加し、425億６千５百万円となりました。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

      投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出が54億８千７百万円減少した

  こと等による資金増があり、投資有価証券の売却による収入の減少22億１千２百万円、投資有価証券の

  取得による支出の増加９億８千３百万円等による資金減があったものの、前連結会計年度に比べ25億６

  千７百万円増加し△250億１千万円となりました。 

    （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

      財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入による増減額の減少15億２千万円、配当金の支払額

    増加９億２千８百万円等による資金減により、前連結会計年度に比べ26億６千４百万円減少し△55億７

  百万円となりました。 

(12)主な契約債務 

  

 
  

借入金については、主として銀行借入によるものであります。 

また社債は、平成15年11月に発行した期間5年の無担保社債であり、同年12月に償還を迎えた第1回無

担保社債（100億円）の償還資金として使用いたしました。 

当社グループの第三者に対する保証は、当社の従業員の住宅資金借入金に対する債務保証であり、保

証した借入金の債務不履行が保証契約期間内に発生した場合、当社が代わりに弁済する義務がありま

す。平成18年３月31日現在、当社グループの債務保証に基づく将来における潜在的な要支払額の合計

は、４千４百万円であります。 

(13)財務政策 

当社グループは、グローバルなグループ経営の実現に向けて、機動的かつ効率的な資金循環のできる

体制の充実を図っております。日本においては、国内グループ各社に対する当社及びグループ金融子会

社を通じた調達体制を、海外においては、北米で持株会社や、アジア・大洋州でシンガポールにある金

融統括会社を使って域内の資金循環を実施しております。 

  

主な契約債務
合計
(百万円)

１年内
(百万円)

１年超 
(百万円)

借入金 8,633 8,629 4

社債 10,000 ― 10,000



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資の実績は、250億3千万円であり、その内訳は次のとおりであります。 

  

 
  

事業の種類別セグメントの名称 投資区分 金額(百万円)

 自動車機器事業

四輪事業製造設備 13,417

二輪事業製造設備 4,739

アクセサリー＆パーツ（ＡＰ）事業製造設備 329

 電子機器事業

コンポーネンツ事業製造設備 4,705

電子応用製品事業製造設備 616

 その他事業 その他事業設備 44

 全社

研究開発設備 388

その他設備 789

合計 25,030



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在 

 
  

事業所名 所在地
事業セグ 
メント

設備の内容

帳簿価額(百万円)
土地 
面積 
(㎡)

従業
員数 
(名)

建物
及び 
構築物

機械装
置及び
運搬具

工具器
具及び
備品

土地
建設
仮勘定

合計

秦野 
製作所

神奈川県 
秦野市

自動車機 
器事業、 
電子 
機器事業

四輪事業、コ 
ンポーネンツ 
事業、電子応 
用製品事業製 
造設備

6,503 4,077 4,033 578 2,486 17,679 89,145 1,177

岡崎 
製作所

愛知県 
岡崎市

自動車 
機器事業

四輪事業 
製造設備

1,954 1,221 2,997 747 207 7,128 72,064 420

浜松 
製作所

静岡県 
浜松市

自動車 
機器事業

二輪事業 
製造設備

2,553 1,714 2,178 2,071 213 8,732 66,765 244

広島工場
広島県 
東広島市

自動車 
機器事業

四輪事業 
製造設備

666 956 1,999 371 595 4,589 17,675 177

山形工場
山形県 
鶴岡市

電子 
機器事業

コンポーネン 
ツ事業製造設 
備

1,976 1,571 81 291 303 4,224 16,525 78

伊勢原 
事業所

神奈川県 
伊勢原市

自動車 
機器事業

AP事業設備 127 14 290 145 45 624 12,100 76

本社
東京都 
目黒区

自動車機 
器事業、 
電子機器 
事業

その他設備 1,758 24 140 1,706 57 3,686 14,721 432

技術 
研究所

神奈川県 
横浜市 
青葉区

自動車機 
器事業、 
電子機器 
事業

技術研究 
開発設備

995 667 317 519 － 2,500 6,815 135

筑波 
研究所

茨城県 
つくば市

自動車機 
器事業、 
電子機器 
事業

技術研究 
開発設備

176 0 0 79 － 257 3,448 11

宇都宮 
技術 
センター

栃木県 
宇都宮市

自動車 
機器事業

開発・設計・ 
試作設備

239 － 32 380 － 652 5,229 118

横浜技術 
センター

神奈川県 
横浜市 
青葉区

自動車機 
器事業、 
電子機器
事業

開発・設計・ 
試作設備

212 15 77 670 12 988 2,000 136

大阪支店
大阪府 
大阪市 
淀川区

自動車機 
器事業、 
電子機器 
事業

その他設備 59 － 0 39 － 99 931 24

名古屋 
支店

愛知県 
名古屋市 
名東区

自動車機 
器事業、 
電子機器 
事業

その他設備 39 － 0 57 － 97 2,227 18

狭山 
営業所 
他11拠点

埼玉県 
川越市 
他

自動車機 
器事業、 
電子機器 
事業

その他設備 162 133 126 549 － 972 49,752 141



(2) 国内子会社 

平成18年３月31日現在 

 
  

(3) 在外子会社 

平成18年３月31日現在 

 
  

  

(注) 1 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   2 従業員数の[ ]は、臨時従業員数を外書しております。 

    

会社名 所在地
事業セグ 
メント

設備の内容

帳簿価額(百万円)
土地 
面積 
(㎡)

従業
員数 
(名)

建物
及び 
構築物

機械装
置及び
運搬具

工具器
具及び
備品

土地
建設
仮勘定

合計

㈱スタン
レーいわ
き製作所

福島県 
いわき市 
 

電子機器 
事業

コンポーネン 
ツ事業製造設 
備

2,945 2,469 56 713 532 6,717 38,184 275

㈱スタン
レー鶴岡
製作所

山形県 
鶴岡市

電子機器 
事業

コンポーネン 
ツ事業製造設 
備

893 2,593 347 366 193 4,394 58,232 593

会社名 所在地
事業セグ 
メント

設備の内容

帳簿価額(百万円)
土地 
面積 
(㎡)

従業
員数 
(名)

建物
及び 
構築物

機械装
置及び
運搬具

工具器
具及び
備品

土地
建設
仮勘定

合計

Stanley  
Electric  
U.S. Co., 
Inc.

London  
Ohio  
U.S.A.

自動車機 
器事業、 
電子機器 
事業

四輪事業、二 
輪事業、コン 
ポーネンツ事
業製造設備

2,072 4,658 595 60 379 7,766 255,000
774
[154]

I I 
Stanley 
Co.,Inc.

Battle  
Creek 
Michigan  
U.S.A.

自動車機
器事業

四輪事業製造
設備

1,710 2,896 216 32 1,181 6,036 202,343
665
[141]



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

重要な設備の新設は以下のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

会社名 
(事業所名)

所在地
事業セグ 
メント

設備の内容

投資予定金額
(百万円)

資金調達
方法

着手年月
完了予定
年月

総額 既支払額

提出会社 
(秦野製 
作所他)

神奈川県 
秦野市他

自動車 
機器事業

四輪事業
製造設備

20,083 7,757
自己資金
で充当

平成17年 
４月

平成19年
３月

提出会社 
(浜松製 
作所）

静岡県 
浜松市

自動車 
機器事業

二輪事業
製造設備

3,566 1,936
自己資金
で充当

平成17年 
４月

平成19年
３月

提出会社 
(秦野製 
作所他)

神奈川県 
秦野市他

電子機器 
事業

コンポーネ
ンツ事業 
製造設備

2,951 1,269
自己資金
で充当

平成17年 
４月

平成19年
３月

提出会社 
(秦野製 
作所他)

神奈川県 
秦野市他

電子機器 
事業

電子応用
製品事業 
製造設備

355 176
自己資金
で充当

平成17年 
４月

平成19年
３月

天津斯坦
雷電気有
限公司

中華人民共
和国天津市

自動車 
機器事業

四輪事業
製造設備

1,375 ―
増資及び
自己資金
で充当

平成17年 
12月

平成19年
３月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 自己株式の消却による減少 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 750,000,000

計 750,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 188,240,256 188,240,256
東京証券取引所
 市場第一部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 188,240,256 188,240,256 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成13年４月１日 
から 

平成14年３月31日
(注) △10,000 188,240 ― 30,514 △9,736 29,825



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式 2,714,588株は、「個人その他」に27,145単元、「単元未満株式の状況」に88株が含まれておりま

す。なお、期末日現在の実質的な所有株式数は2,713,588株であります。 
２ 証券保管振替機構名義の株式については、「その他の法人」に400単元が含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 
平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)    19,772千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)      16,056千株 

２ 野村信託銀行株式会社(退職給付信託三菱東京ＵＦＪ銀行口)につきましては、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

が所有していた当社株式を退職給付信託として委託した信託財産であり、議決権の行使については、株式会

社三菱東京ＵＦＪ銀行の指示により行使されることとなっております。 

３ 次の法人から大量保有変更報告書の提出があり、次のとおり株式を所有している旨報告を受けております

が、当期末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」で

は考慮しておりません。 

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人)

2 111 26 236 314 4 14,061 14,754 ―

所有株式数 
(単元)

1,953 961,158 3,877 209,540 492,576 8 210,735 1,879,847 255,556

所有株式数 
の割合(％)

0.10 51.13 0.21 11.15 26.20 0.00 11.21 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 19,772 10.50

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 16,056 8.53

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山２丁目１番１号 9,235 4.91

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号
日本生命証券管理部内

7,651 4.06

野村信託銀行株式会社(退職給付
信託三菱東京ＵＦＪ銀行口)

東京都千代田区大手町２丁目２番２号 5,440 2.89

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 4,955 2.63

全国共済農業協同組合連合会
東京都千代田区平河町２丁目７番９号
(全共連ビル)

4,918 2.61

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 3,822 2.03

ザチェースマンハッタンバンク
３８５０３６ 
(常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行 兜町証券決済
業務室)

360 N.CRESCENT DRIVE BERVERLY HILLS,CA
90210 U.S.A.
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 3,013 1.60

メロンバンクトリーティー 
クライアンツオムニバス 
(常任代理人 香港上海銀行東京
支店)

ONE BOSTON PLACE BOSTON,MA 02108
(東京都中央区日本橋３丁目11番１号)   

2,957 1.57

計 ― 77,824 41.34



 
  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が 40,000株(議決権400個)含

まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式88株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権10個)あります。な

お当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

フィデリティ投信株式会社
東京都港区虎ノ門４丁目３番１号
城山トラストタワー

25,378 13.48

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行ほか 
４社

東京都千代田区丸の内２丁目７番
１号

16,342 8.68

野村證券株式会社ほか３社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 15,478 8.22

日本生命保険相互会社ほか１社
東京都千代田区丸の内１丁目６番
６号日本生命証券管理部内

8,958 4.76

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

2,713,500
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

185,271,200
1,852,712 同上

単元未満株式
普通株式

255,556
― 同上

発行済株式総数 188,240,256 ― ―

総株主の議決権 ― 1,852,712 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

スタンレー電気株式会社 
(自己保有株式)

東京都目黒区中目黒 
２丁目９番13号

2,713,500 ─ 2,713,500 1.4

計 ― 2,713,500 ─ 2,713,500 1.4



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る

自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株式総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

 当社ならびにグループ各社は、財務体質と経営基盤の強化を図るとともに、株主各位に対しては、 

安定した配当の維持および、適正な利益還元を基本としています。内部留保金につきましては、中長 

期的な展望に立った新製品・新事業の開発および経営体制の効率化など企業価値を高めるための投資 

に活用し、企業体質と企業競争力のさらなる強化に取り組んでまいります。 

 当社の配当金につきましては、適正な利益還元を基本とし、当期において５期連続で当社の過去最高

の当期純利益を達成する見通しであったことから、当中間期より中間配当金は、当初予定の９円から１

円増配し１株当たり10円としました。なお、期末配当金は、１株当たり10円とし、年間配当金を20円と

いたします。 

(注) 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年10月27日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 
  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 
  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第97期 第98期 第99期 第100期 第101期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 1,311 1,591 2,560 2,235 2,540

最低(円) 750 995 1,449 1,485 1,532

月別
平成17年 
10月

11月 12月
平成18年
１月

２月 ３月

最高(円) 1,818 2,015 2,050 2,480 2,530 2,540

最低(円) 1,685 1,745 1,863 1,922 2,155 2,195



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

代表取締役

社長
北 野 隆 典 昭和31年４月22日生

昭和58年６月 スタンレー電気株式会社入社

409

昭和58年６月 監査役(常勤)就任

昭和60年６月 取締役就任

昭和63年６月 常務取締役就任

昭和63年６月 経営支援事業部長

平成２年６月 代表取締役専務就任

平成６年６月 代表取締役副社長就任

平成８年６月 電子機器事業本部長

平成11年６月 代表取締役社長就任(現)

平成14年３月 Hella-Stanley Holding Pty Ltd 

CO-CEO就任(現)

代表取締役

副社長
新 田 雄 治 昭和18年２月７日生

昭和36年３月 スタンレー電気株式会社入社

33

昭和61年３月 SUS 拡張推進室部門長

昭和62年６月 Stanley  Electric  U.S.  Co., 

Inc. 取締役社長就任

昭和62年６月 取締役就任

平成２年８月 I I Stanley Co., Inc. 取締役社

長就任

平成３年６月 常務取締役就任

平成５年４月 電子機器事業部長

平成６年６月 専務取締役就任

平成８年６月 電子機器事業副本部長

平成11年６月 代表取締役副社長就任(現)

平成11年６月 電子機器事業本部長

専務取締役

購買担当 
環境担当 
ロジスティク
ス担当 
秦野製作所長

山 口 隆 太 昭和26年11月29日生

昭和60年９月 スタンレー電気株式会社入社

36

平成２年８月 自動車機器第三営業部門長

平成４年６月 取締役就任

平成５年４月 自動車機器営業統括部長

平成７年４月 AP統括部長

平成８年６月 常務取締役就任

平成８年６月 AP事業部長

平成10年６月 専務取締役就任(現)

平成10年６月 自動車機器事業副本部長

平成11年６月 自動車機器事業本部長

平成13年４月 購買担当(現)，秦野製作所長(現)

平成15年６月 環境担当(現)

平成16年６月 ロジスティクス担当(現) 

金型担当

専務取締役
国際担当 
欧州事業担当

中 村 明 博 昭和23年２月15日生

昭和47年４月 スタンレー電気株式会社入社

24

平成２年５月 Thai  Stanley  Electric  Co., 

Ltd.(現 Thai  Stanley  Electric 

Public Co., Ltd.)取締役社長

平成５年５月 Asian  Stanley  International 

Co., Ltd. 取締役社長

平成５年６月 取締役就任

平成６年４月 LAO STANLEY CO., LTD. 取締役会

長

平成８年５月 Asian  Stanley  International 

Co., Ltd. 取締役会長

平成12年４月 カーエレ事業部長，国際担当(現)

平成12年６月 常務取締役就任

平成12年６月 自動車機器事業副本部長

平成16年５月 Stanley Electric Hungary Kft.

取締役会長(現)

平成16年６月

平成18年６月

欧州事業担当(現)

専務取締役就任(現)



 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

常務取締役

品質保証担当 
金型担当 
情報システム
担当 
 

金 田 末 夫 昭和21年11月18日生

昭和40年４月 スタンレー電気株式会社入社

23

平成５年４月 経営改革室生産購買戦略グループ

グループリーダー

平成７年６月 取締役就任

平成10年６月 パネル事業部長，SNAP推進担当

平成11年４月 表示応用事業部長

平成12年６月 品質保証担当(現)

平成14年11月 ERP活用プロジェクト担当

平成15年６月 常務取締役就任(現)

平成17年６月 金型担当(現),情報システム担当

(現)

常務取締役

コーポレート 
マネジメント
センター担当 
経理・財務・ 
総務担当

内 川 敏 夫 昭和19年５月16日生

昭和42年４月 スタンレー電気株式会社入社

23

平成３年３月 Stanley  Electric  U.S.  Co., 

Inc. 取締役社長

平成８年６月 経営企画室部長

平成９年６月 取締役就任

平成９年６月 経理・財務担当

平成９年６月 国際部門長

平成15年６月 常務取締役就任(現)

平成15年６月 コーポレートマネジメントセンタ

ー担当(現)，経理・財務・総務担

当(現)，情報システム担当

平成15年９月 Stanley Electric Holding 

Asia-Pacific Pte. Ltd. 

Managing Director(現)

常務取締役

研究・開発 
担当 
知的財産担当 
応用開発担当

片 野 新 一 昭和23年１月８日生

昭和45年３月 スタンレー電気株式会社入社

21

平成10年４月 経営企画室部門長，光空間伝送プ

ロジェクトプロジェクトリーダー

平成10年６月 取締役就任

平成10年６月 LED事業部長

平成11年４月 光半導体事業部長

平成13年６月 光半導体主席事業部長

平成13年６月 蘇州斯坦雷電気有限公司董事長

平成15年６月 執行役員 

光半導体事業部長

平成16年６月 応用開発担当(現)

平成17年６月 常務取締役就任(現)

平成17年６月 研究・開発担当(現) 

知的財産担当(現)

常務取締役

執行役員 
米州事業担当 
四輪第一 
事業部長

夏 坂 真喜男 昭和24年３月21日生

昭和42年４月 スタンレー電気株式会社入社

16

平成７年４月 自動車機器第二営業部門長

平成10年６月 取締役就任

平成10年６月 AP事業部長 

自動車機器営業統括

平成12年４月 四輪第一事業部長

平成13年６月 Stanley  Electric  U.S.  Co., 

Inc. 取締役社長(現)

平成13年６月 Stanley  Electric  Holding  of 

America, Inc. 取締役社長(現)

平成13年６月 米州事業担当(現)

平成13年11月 I I Stanley Co., Inc.取締役会

長

平成17年６月

平成18年６月

常務取締役就任(現)

執行役員(現) 

四輪第一事業部長(現)



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役
人事担当 

人事部門長
有 田 哲 二 昭和22年７月３日生

昭和45年４月 通商産業省(現経済産業省)入省

26

昭和62年７月 情報処理振興事業協会(出向)技術

事業部長

平成２年５月 通商産業大臣官房付

平成２年５月 スタンレー電気株式会社入社

平成３年５月 半導体第二工場部門長

平成４年６月 取締役就任

平成６年４月 LED統括部長

平成８年６月 LED事業部長

平成10年６月 LCD事業部長

平成11年４月 ディスプレイデバイス事業部長

平成12年４月 グループ管理本部長，人事担当

(現)

平成12年５月 株式会社スタンレーパル取締役社

長(現)

平成12年６月 常務取締役就任

平成15年６月 取締役就任(現)

平成16年10月 人事部門長(現)

取締役

執行役員 

光半導体事業 

部長 

横浜技術 

センター所長

小 泉 敏 郎 昭和21年10月30日生

昭和45年３月 スタンレー電気株式会社入社

11

平成10年６月 経営企画室部門長

平成12年４月 ディスプレイデバイス事業部長

平成14年５月 株式会社スタンレー伊那製作所 

取締役社長

平成15年６月 執行役員(現)

平成16年６月 取締役就任(現)

平成17年６月 光半導体事業部長(現) 

横浜技術センター所長(現)

取締役 SNAP推進担当 武 藤 重 樹 昭和31年１月７日生

昭和54年４月 スタンレー電気株式会社入社

11

平成11年３月 株式会社スタンレー宮城製作所 

取締役社長

平成13年４月 照明応用事業部長

平成14年３月 第一技術部門長

平成15年６月 執行役員

平成16年３月 蘇州斯坦雷電気有限公司董事長

平成16年６月 取締役就任(現)

平成17年６月 SNAP推進担当(現)

取締役

執行役員    

アジア・大洋

州事業担当 

中国事業担当 

インテ 

グレーテッド 

コンポー 

ネンツ事業 

部長

山 崎 秀 成 昭和23年10月７日生

昭和46年４月 スタンレー電気株式会社入社

10

平成12年４月 表示応用事業部長

平成13年４月 インテグレーテッドコンポーネン

ツ事業部長

平成13年６月 インテグレーテッドコンポーネン

ツ主席事業部長

平成14年４月 深圳斯坦雷電気有限公司董事長

(現)

平成15年６月 執行役員(現) 

インテグレーテッドコンポーネン

ツ事業部長(現)

平成17年４月 第一営業部門長

平成17年６月  取締役就任(現)

平成17年７月  蘇州斯坦雷電気有限公司董事長 

 (現)

平成18年６月 アジア・大洋州事業担当(現) 

中国事業担当(現)



 
(注) １ 専務取締役 山口隆太は代表取締役社長北野隆典の義兄であります。 

２ 監査役  山内悦嗣、佐久間陽一郎、網谷充弘は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役
執行役員 
四輪第二 
事業部長

近 藤 克 美 昭和27年６月８日生

 昭和52年４月  スタンレー電気株式会社入社

4

平成12年４月  四輪第二事業部長(現)

平成14年４月  広島工場長

平成15年６月  執行役員(現)

平成18年６月  取締役就任(現)

監査役

常勤
青 木 清太郎 昭和17年１月２日生

昭和40年４月 スタンレー電気株式会社入社

17平成３年２月 人事部門長

平成９年６月 監査役(常勤)就任(現)

監査役

常勤
加治屋 由佾朗 昭和18年１月18日生

昭和40年４月 スタンレー電気株式会社入社

15平成11年４月 電子機器事業管理室部門長

平成12年６月 監査役(常勤)就任(現)

監査役 山 内 悦 嗣 昭和12年６月30日生

昭和37年12月 アーサーアンダーセンアンドカン

パニー会計監査事務所入所

0

平成11年６月 日本アーサーアンダーセン研究所

(現ARI研究所)副理事長(現)

平成11年６月 株式会社住友銀行(現 株式会社

三井住友銀行)社外取締役

平成12年６月 監査役就任(現)

平成14年12月 株式会社三井住友フィナンシャル

グループ取締役(現)

平成15年６月  ソニー株式会社取締役(現)

平成17年６月  ソニー生命保険株式会社監査役 

 (現)

平成17年６月  株式会社三井住友銀行取締役(現)

平成18年６月 住友電装株式会社監査役(現)

監査役 佐久間 陽一郎 昭和26年12月16日生

昭和52年４月 三菱鉱業セメント株式会社(現 

三菱マテリアル株式会社)入社

1

昭和59年５月 アーサー・Ｄ・リトル・インター

ナショナル副社長

平成７年６月 佐久間コンサルティングオフィス

代表(現)

平成15年６月 監査役就任(現)

監査役 網 谷 充 弘 昭和31年６月２日生

昭和60年４月 外立法律事務所入所

－

昭和63年１月  フォン・ミホ・オカノ＆ウオン法 

 律事務所（現マッコーリソン・ 

 ミラー・ムカイ・マッキノン 

 ＬＬＰ法律事務所）

平成元年７月  ディビス・ライト＆ジョーンズ 

 法律事務所

平成元年11月  脇田法律事務所

平成２年３月  島田・瀬野・網谷法律事務所 

 パートナー弁護士

平成７年４月  一橋綜合法律事務所パートナー 

 弁護士(現)

平成18年６月  監査役就任(現)

計 684



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、スタンレーグループ共有の基本的価値観である『スタンレーグループビジョン』のもと、経

営理念に「光の価値の限りなき追求」、「ものづくりを究める経営革新」、「真に支える人々の幸福の

実現」を掲げ、グローバルな事業活動はもとより、“光の５つの価値”＝「光を創る」、「光で感知・

認識する」、「光で情報を自在に操る」、「光のエネルギーを活かす」、「光で場を演出する」の探究

により社会的価値を創造し、広く社会に貢献することを目指しております。 

すべてのステークホルダーの期待として、経営の「透明性」、「公正性」を追求し、世界に通用する

コーポレート・ガバナンスの確立に向け邁進しております。 

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

当社では、監査役制度を採用しております。 

取締役会は、取締役13名で構成され、経営方針等の会社の業務執行に関する意思決定と取締役の業務

執行の監視・監督を行っております。（本有価証券報告書の提出日現在における取締役は13名でありま

す。） 

当社の取締役は、いずれも当社グループ事業に精通しており、取締役会での慎重な議論を経て事業経

営に関する迅速かつ正確な経営判断を行っております。 

他方、監査役につきましては、監査役4名(うち社外監査役3名)により監査役会を構成し、取締役の職

務執行を監査しております。（本有価証券報告書の提出日現在における監査役は5名で、うち社外監査

役は3名であります。） 

充分な社内知識を有する監査役と、社外での豊富な経験・実績を有する社外監査役とが活発な意見交

換を行うことにより、より公正中立な観点から取締役の職務執行の監査を実施しております。 

なお、当社では、全社的に影響を及ぼす重要な事項については、取締役会に諮る以前に多面的な検討

を経て慎重に決定するために、主な取締役で経営会議を組織し、審議しております。また、執行役員制

度を取り入れ、「意思決定・監督機能」と「業務執行機能」の分離をはかっております。 

 

1) ＩＲ活動 

当社は、説明責任を果たすべく、また、経営の透明性を高めるために、積極的なディスクロージャ

ーを行なうことが重要と考え、ＩＲ活動にも注力しております。年２回、社長参加の決算説明会を開

催しております。 

また、適宜プレス発表の実施およびホームページでのＩＲ情報の開示など、適正開示に努めており

ます。 



2) リスク管理体制整備の状況 

リスク管理を体系的に定める「リスク管理規定」を制定し、リスク管理委員会を設置し、代表取締

役のもとにリスク管理体制を構築しております。「リスク管理委員会」は、企業を取り巻く危険やリ

スクに迅速かつ的確に対処するよう努めるとともに、取締役および監査役に直ちに情報が伝わる仕組

みを構築しております。「リスク管理委員会」は、グループ全体を取り巻く具体的リスクを予見し、

そのリスクがもたらす損失を予防するための対策を定めることに加え、危機が発生した場合には安全

を確保し、損失を最小限にとどめるための事後処理対策、再発防止策などを効果的かつ効率的に講じ

ることによって、事業の継続と安定的発展を確保しております。 

(リスク管理体制) 

 

3) 内部統制システムの整備の状況 

当社の業務執行が全体として適正かつ健全に行われるため、取締役会はコーポレート・ガバナンス

を一層強化する観点から、実効性ある内部統制システムの構築と会社による全体としての法令遵守態

勢の確立に努めており、監査役会により内部統制システムの機能と有効性を監査しております。 

また、スタンレーグループ共有の基本的価値観である『スタンレーグループビジョン』を目指して

達成すべき2010年3月までの10年間の目標として「長期経営計画」を策定しました。その中期的な目

標として中期3ヵ年経営計画および毎年の単年度経営計画を策定し、各期ごとに目標のレビューを実

施し、結果をフィードバックすることにより業務の効率性を確保するシステムを採用しており、目標

を達成するためのグループの体制として、事業部・グループ会社・横串機能の3つの軸が連携する

「三次元マトリックス経営」を採用しております。 

当社では、法令違反行為を防止すべく、「三次元マトリックス経営」を推進するうえで横串機能が

日常業務における監督機能を果し、遵法意識の社内定着をはかるための社内教育を実施しておりま

す。 

当社グループは、『スタンレーグループ行動規範』を制定し、役員および使用人がその行動を律す

るために従うべき規範としております。『スタンレーグループ行動規範』では、法令、社内の規則・

規定等に限ることなく、企業倫理（企業活動において守るべき社会から要請される社会・道徳規範）

を対象としております。    

また、スタンレーグループの役員・社員は、『スタンレーグループ行動規範』を遵守する宣言書を

提出しております。これら内部統制活動の社会的妥当性を確保するため、弁護士・公認会計士をはじ

めとする外部専門家に対し、会社の業務全般にわたり適宜、意見聴取を行い、適切な指導を受けてお

ります。 

『スタンレーグループ行動規範』を実効あるものとするために、企業倫理・法令遵守態勢として

「企業倫理規定」を定め、企業倫理を所管する取締役を選任し、企業倫理委員会を組織するととも

に、社内主要組織の長および関係会社社長を企業倫理管理責任者として定めております。 



4) 環境への取り組み 

当社は、環境に配慮した経営にも積極的に取り組んでおります。平成10年に当社の環境経営の行動

基準である「環境基本理念・環境方針」を制定し、環境に関する基本的な考え方を明示し、社内教育

を通じ、全従業員へ環境への意識づけを徹底しております。 

5) 内部監査及び監査役監査の組織、人員及び手続並びに内部監査、監査役監査及び会計監査の 

相互連携 

当社では監査役制度を採用しており、監査役は社外監査役3名を含む4名で監査役会を構成し、監査

役会が定めた監査役監査基準に準拠した監査方針・監査計画に従い、取締役会その他重要な会議に出

席するほか、代表取締役と定期的に会合を持ち、取締役等から職務の執行状況を聴取し、また、重要

な決裁書類等を閲覧しております。（本有価証券報告書の提出日現在における監査役は5名で、うち

社外監査役は3名であります。） 

さらに、本社および主要な事業所において業務および財産の状況を調査し、子会社に対して業務の

執行状況の報告を求め、必要に応じて重要な子会社に赴き、業務および財産の状況を調査しておりま

す。 

監査役は、会計監査人の独立性を監視し、決算の都度及び必要に応じて、監査体制、監査計画、監

査実施状況などについて会計監査人と会合を行い、報告および説明を受けるなどにより厳正な監査を

実施しております。 

監査役は、業務および財産の状況を調査するに当たり独立した内部監査組織であるコーポレートガ

バナンス推進室(10名)と緊密な連携を保ち効率的な監査を実施しており、コーポレートガバナンス推

進室は、内部統制の有効性の検証、コンプライアンス、リスク管理を重点に当社およびグループ関係

会社の業務全般を対象とし監査を実施しております。（本有価証券報告書の提出日現在におけるコー

ポレートガバナンス推進室は10名であります。）監査役とコーポレートガバナンス推進室は連携し、

監査体制、監査計画、監査実施状況などについて毎月、意見交換しております。なお、当社と社外監

査役3名との間には、特別な人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はございません。

（本有価証券報告書の提出日現在における当社と社外監査役3名との間には、特別な人的関係、資本

的関係又は取引関係その他の利害関係はございません。） 

6) 役員報酬の内容 

当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬は以下の通りであります。 

 取締役に支払った報酬    405百万円 

 監査役に支払った報酬     70百万円 

7) 監査報酬の内容 

当事業年度における会計監査人に対する報酬等は以下の通りであります。 

ａ 当社および連結子会社が支払うべき会計監査人に対する報酬等の合計額     38百万円 

ｂ ａの合計額のうち、監査証明業務の対価として支払うべき報酬等の合計額    38百万円 

ｃ ｂの合計額のうち、当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額      28百万円 

8) 会計監査の状況 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は岸洋平および福田日武であり、中央青山監査法人に所

属しております。それぞれの監査年数は岸洋平が2年、福田日武が5年であります。当事業年度の会計

監査業務に係る補助者は、公認会計士7名、会計士補4名、その他の補助者7名であります。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第

５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５

号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで)及び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年

４月１日から平成18年３月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 34,240 46,595

２ 受取手形及び売掛金 67,391 67,972

３ 有価証券 4,102 5,755

４ たな卸資産 17,657 19,764

５ 繰延税金資産 2,879 3,054

６ その他 5,449 7,430

貸倒引当金 △132 △116

流動資産合計 131,588 49.4 150,456 49.5

Ⅱ 固定資産

１  有形固定資産 (※1)

 (1) 建物及び構築物 30,130 32,192

  (2) 機械装置及び運搬具 30,427 32,520

  (3) 工具器具及び備品 15,540 16,680

  (4) 土地 10,910 10,783

  (5) 建設仮勘定 6,793 7,923

有形固定資産合計 93,802 (35.2) 100,101 (32.9)

２  無形固定資産

  (1) 連結調整勘定 71 47

  (2) その他 5,742 5,096

無形固定資産合計 5,813 (2.2) 5,143 (1.7)

３  投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 (※2) 30,811 43,709

  (2) 繰延税金資産 2,238 2,506

  (3) その他 1,936 2,321

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 34,985 (13.2) 48,536 (15.9)

固定資産合計 134,602 50.6 153,781 50.5

資産合計 266,190 100.0 304,238 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１  支払手形及び買掛金 45,973 47,505

２  短期借入金 8,249 8,593

３  １年内返済予定の 
    長期借入金

754 36

４  未払法人税等 5,080 5,969

５  繰延税金負債 0 4

６  賞与引当金 3,262 3,323

７  その他 12,568 14,876

流動負債合計 75,890 28.5 80,309 26.4

Ⅱ 固定負債

１  社債 10,000 10,000

２  長期借入金 739 4

３  繰延税金負債 2,859 6,124

４  退職給付引当金 22,730 23,014

５  役員退職慰労引当金 1,025 138

６  その他 1,152 2,816

固定負債合計 38,506 14.5 42,097 13.8

負債合計 114,396 43.0 122,406 40.2

(少数株主持分)

少数株主持分 5,740 2.1 7,853 2.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 (※3) 30,514 11.5 30,514 10.0

Ⅱ 資本剰余金 29,825 11.2 29,825 9.8

Ⅲ 利益剰余金 81,637 30.7 98,570 32.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金 13,066 4.9 19,812 6.5

Ⅴ 為替換算調整勘定 △5,408 △2.1 △1,136 △0.3

Ⅵ 自己株式 (※4) △3,582 △1.3 △3,608 △1.2

資本合計 146,052 54.9 173,977 57.2

負債、少数株主持分 
及び資本合計

266,190 100.0 304,238 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 293,259 100.0 311,785 100.0

Ⅱ 売上原価 232,953 79.4 245,756 78.8

売上総利益 60,306 20.6 66,028 21.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費
(※
1,2)

32,019 11.0 33,988 10.9

営業利益 28,286 9.6 32,039 10.3

Ⅳ 営業外収益

１  受取利息 251 349

２  受取配当金 289 416

３  持分法による投資利益 684 886

４  技術提供収入 933 969

５  受取助成金 ― 748

６  雑収入 418 2,577 0.9 686 4,056 1.3

Ⅴ 営業外費用

１  支払利息 319 304

２  固定資産解体撤去費用 313 251

３  為替差損 127 270

４  雑損失 520 1,281 0.4 500 1,326 0.4

   経常利益 29,582 10.1 34,769 11.2

Ⅵ 特別利益

１  固定資産売却益 (※3) 439 14

２  投資有価証券売却益 1,738 2,177 0.7 213 227 0.1

Ⅶ 特別損失

１  固定資産除却損 (※4) 2,605 1,738

２  有価証券評価損 115 2,720 0.9 ― 1,738 0.6

税金等調整前当期純利益 29,038 9.9 33,259 10.7

法人税、住民税 
及び事業税

10,973 12,655

法人税等調整額 △796 10,177 3.5 △1,812 10,842 3.5

少数株主利益 1,175 0.4 1,798 0.6

当期純利益 17,685 6.0 20,619 6.6



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 29,825 29,825

Ⅱ 資本剰余金増加高

 自己株式処分差益 0 0 0 0

Ⅲ 資本剰余金期末残高 29,825 29,825

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 66,690 81,637

Ⅱ 利益剰余金増加高

    当期純利益 17,685 17,685 20,619 20,619

Ⅲ 利益剰余金減少高

１ 配当金 2,597 3,525

２ 役員賞与 
  (うち監査役賞与)

140
(10)

2,738
160
(12)

3,685

Ⅳ 利益剰余金期末残高 81,637 98,570



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 29,038 33,259
減価償却費 18,576 20,097
貸倒引当金の減少額 △17 △25
賞与引当金の増減額（減少：△） △51 55
退職給付引当金の増加額 1,367 251
受取利息及び受取配当金 △540 △766
支払利息 319 304
持分法による投資利益 △684 △886
有価証券評価損 115 ―
投資有価証券売却益 △1,738 △213
固定資産除売却損益（益：△） 2,166 1,723
売上債権の増減額（増加：△） △1,222 1,262
たな卸資産の増加額 △2,744 △1,256
仕入債務の増減額（減少：△） 669 △357
その他 2,322 300
小計 47,575 53,750
利息及び配当金の受取額 809 1,025
利息の支払額 △282 △331
法人税等の支払額 △12,228 △11,879
営業活動によるキャッシュ・フロー 35,872 42,565

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の払戻しによる収入 198 24
有形固定資産の取得による支出 △29,527 △24,040
有形固定資産の売却による収入 1,200 1,184
無形固定資産の取得による支出 △1,686 △1,035
投資有価証券の取得による支出 △45 △1,028
投資有価証券の売却による収入 2,586 374
その他 △303 △489
投資活動によるキャッシュ・フロー △27,577 △25,010

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の増減額（減少：△） 1,410 △110
長期借入れによる収入 685 ―
長期借入金の返済による支出 △2,392 △1,503
自己株式の取得による支出 △18 △26
少数株主への株式の発行による収入 99 ―
持分法適用会社への株式の 
発行による収入

80 ―

配当金の支払額 △2,597 △3,525
少数株主への配当金の支払額 △111 △342
その他 1 0
財務活動によるキャッシュ・フロー △2,843 △5,507

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 246 1,960
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 5,697 14,007
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 32,635 38,332
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 38,332 52,340



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

  連結子会社の数  32社

  主要な連結子会社の名称

    「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に 

  記載しているため省略しております。

１ 連結の範囲に関する事項

  連結子会社の数  33社

  主要な連結子会社の名称

   「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に 

  記載しているため省略しております。

    当連結会計年度において設立した Stanley 

   Electric Korea Co.，Ltd．を連結の範囲に含めて 

    おります。 

   また、（株）スザックは平成17年９月30日を 

  もって解散し、平成18年４月27日に清算結了 

  しております。

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用した関連会社数  ２社

    Thai Stanley Electric Public Co., Ltd.

    Hella-Stanley Holding Pty Ltd

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用した関連会社数  ２社

    同左

 (2) 持分法を適用しない関連会社のうち主要な会社等

の名称

   Lumax Industries Ltd.

   持分法を適用しない理由

    持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持分法の適用から

除外しております。

 (2) 持分法を適用しない関連会社のうち主要な会社等

の名称

    同左

   持分法を適用しない理由

    同左

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

  決算日が連結決算日と異なる場合の内容等

  連結子会社のうち、蘇州斯坦雷電気有限公司、深圳

斯坦雷電気有限公司、天津斯坦雷電気有限公司、広州

斯坦雷電気有限公司、重慶華渝斯坦雷灯具有限公司及

び上海斯坦雷電気有限公司の決算日はともに12月31日

であります。連結財務諸表の作成にあたり、これらの

会社については、連結決算日現在で実施した仮決算に

基づく財務諸表を使用しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

    同左

  



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  イ 有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は主として移動平

均法により算出)

     時価のないもの…主として移動平均法による

原価法

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  イ 有価証券

    満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）

    その他有価証券

     時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は主として移動平

均法により算出)

     時価のないもの…主として移動平均法による

原価法

  ロ たな卸資産

     主として総平均法による原価法によっており

ます。

  ロ たな卸資産

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  イ 有形固定資産

     当社及び国内連結子会社は、定率法を採用し

ております。

     ただし、建物(附属設備を除く)、工具器具及

び備品のうち金型・治工具等及び当社の山形工

場、並びに在外子会社は、定額法を採用してお

ります。

     なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

     建物及び構築物   ３～50年

     機械装置及び運搬具 ４～15年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  イ 有形固定資産

同左

  ロ 無形固定資産

     定額法を採用しております。

     ただし、ソフトウェア(自社利用分)について

は、社内における利用可能期間(５年)に基づく

定額法によっております。

  ロ 無形固定資産

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  イ 貸倒引当金

     債権の貸倒れによる損失に備えるため、主と

して一般債権については、貸倒実績率による計

算額を、貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  イ 貸倒引当金

同左

  ロ 賞与引当金

     従業員の賞与の支払に備えるため、主として

支給見込額基準により計上しております。

  ロ 賞与引当金

同左

  ハ 退職給付引当金

     従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。

     過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(７～15年)によ

る定額法により費用処理しております。

     数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(７～15年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用

処理することとしております。

  ハ 退職給付引当金

同左



 
  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  ニ 役員退職慰労引当金

     役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職

慰労金規定に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

  ニ 役員退職慰労引当金

     一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支 

    出に備えて、役員退職慰労金規定に基づく当連 

    結会計年度末要支給額を計上しております。 

        なお、当社は平成17年６月24日開催の定時株主

        総会の日をもって、役員退職慰労金制度を 

        廃止いたしました。当該廃止日までの在任期間 

        における要支給額については、固定負債の「そ 

        の他」に計上しております。 

 

 (4) 重要なリース取引の処理方法

    リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

    為替予約が付されている外貨建金銭債権につい

て、振当処理を行っております。

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ手段：為替予約

    ヘッジ対象：外貨建金銭債権

  ③ ヘッジ方針

    為替予約の限度額を実需の範囲とし、ヘッジ手

段をヘッジ対象の範囲内で将来の為替相場の変動

によるリスクを回避する目的で利用する方針であ

ります。

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

    ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が

同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継続

して、相場変動を完全に相殺するものと想定する

ことができるため、ヘッジ有効性の判定は省略し

ております。

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  ③ ヘッジ方針

同左

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価は、全面時価評価

法を採用しております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

  連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却

を行っております。なお、金額的に重要性がない場合

には、発生連結会計年度に全額償却しております。

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

同左

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

  連結剰余金計算書は、連結会社の当連結会計年度中

に確定した利益処分に基づいて作成しております。

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

同左

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資です。

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左

 
 
 
 



 
  

表示方法の変更 

(連結損益計算書関係) 

  

 
  

注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 
 

─────

（固定資産の減損に係る会計基準）

  当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計 

  基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関 

  する意見書」(企業会計審議会 平成14年8月9日))及 

  び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企 

  業会計基準委員会平成15年10月31日 企業会計基準適 

  用指針第6号)を適用しております。 

  なお、当該会計基準及び適用指針の適用による当連 

 結財務諸表への影響はありません。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 前連結会計年度まで、営業外費用の「雑損失」に含め

て表示しておりました「固定資産解体撤去費用」は、当

連結会計年度より区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「固定資産解体撤去費用」の

金額は51百万円であります。

 
 

─────

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

１(※1) 有形固定資産の減価償却累計額 168,436百万円 １(※1) 有形固定資産の減価償却累計額 173,851百万円

２(※2) 関連会社に対するものは、以下のとおりであり

ます。

投資有価証券(株式) 4,675百万円

投資有価証券(出資金) 16百万円

２(※2) 関連会社に対するものは、以下のとおりであり

ます。

投資有価証券(株式) 5,431百万円

投資有価証券(出資金) 16百万円

３   保証債務

    金融機関からの借入に対し、債務保証を行って

おります。

 従業員の住宅資金借入金 53百万円  

３   保証債務

    同左

 従業員の住宅資金借入金 44百万円

４(※3) 発行済株式総数

普通株式 188,240,256株

４(※3) 発行済株式総数

普通株式 188,240,256株

５(※4) 自己株式の保有数

    連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株

式の数

普通株式 2,700,269株

５(※4) 自己株式の保有数

    連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株

式の数

普通株式 2,713,588株



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１(※1) 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料賞与諸手当 10,491百万円

退職給付費用 1,886百万円

賞与引当金繰入額 1,114百万円

役員退職慰労引当金繰入額 139百万円

１(※1) 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料賞与諸手当 10,934百万円

退職給付費用 1,786百万円

賞与引当金繰入額 1,120百万円

貸倒引当金繰入額  38百万円

役員退職慰労引当金繰入額 27百万円

２(※2) 一般管理費に含まれる研究開発費は、4,440百

万円であります。

２(※2) 一般管理費に含まれる研究開発費は、4,397百

万円であります。

３(※3) 固定資産売却益の内訳は次のとおりでありま

す。

工具器具及び備品 4百万円

機械装置及び運搬具 9百万円

土地 423百万円

その他 0百万円

３(※3) 固定資産売却益の内訳は次のとおりでありま

す。

工具器具及び備品 6百万円

機械装置及び運搬具 8百万円

４(※4) 固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま

す。

工具器具及び備品 465百万円

機械装置及び運搬具 1,358百万円

建物及び構築物 734百万円

その他 47百万円

４(※4) 固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま

す。

工具器具及び備品 563百万円

機械装置及び運搬具 673百万円

建物及び構築物 333百万円

その他 167百万円

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に  

 掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 34,240百万円

有価証券勘定 4,102百万円

預入れ期間が３か月を 
超える定期預金

△10百万円

現金及び現金同等物 38,332百万円

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に  

 掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 46,595百万円

有価証券勘定 5,755百万円

預入れ期間が３か月を
超える定期預金

△10百万円

現金及び現金同等物 52,340百万円



(リース取引関係) 

  

 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められ  

  るもの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められ  

  るもの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計 

  額相当額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相  

当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

626 482 143

工具器具 
及び備品

1,888 1,070 817

その他 130 76 54

合計 2,645 1,629 1,015

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬具

676 473 202

工具器具
及び備品

1,728 946 782

その他 38 16 21

合計 2,443 1,436 1,006

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

同左

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 445百万円

１年超 570百万円

合計 1,015百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 428百万円

１年超 578百万円

合計 1,006百万円

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

同左

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 497百万円

(減価償却費相当額) 497百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 523百万円

(減価償却費相当額) 523百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす  

る定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

 未経過リース料

１年以内 166百万円

１年超 338百万円

合計 504百万円

２ オペレーティング・リース取引

 未経過リース料

１年以内 218百万円

１年超 330百万円

合計 549百万円



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について115百万円の減損処理を行っており、 

表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

   株式 3,995 25,974 21,978

小計 3,995 25,974 21,978

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

   その他 599 599 ─

小計 599 599 ─

合計 4,595 26,574 21,978

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円)

2,586 1,738

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式

  関連会社株式 4,692

(2) その他有価証券

  マネー・マネージメント・ファンド 3,389

  非上場株式(店頭売買株式を除く) 145

  その他 112

合計 8,339



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 
  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

   株式 3,846 37,098 33,252

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円)

313 200

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式

  関連会社株式 5,448

(2) 満期保有目的の債券

  社債 1,014

(3) その他有価証券

  マネー・マネージメント・ファンド 4,254

    追加型公社債投資信託  1,500

  非上場株式 148

合計 12,366

１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

         社債 － 1,000 － －



次へ 

(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 取引の状況に関する事項 (1) 取引の内容

  当社グループが利用しているデリバ

ティブ取引は、為替予約取引であり

ます。

(1) 取引の内容

同左

(2) 取引に対する取組方針

  当社グループは、デリバティブ取引

の限度額を実需の範囲内としており

ます。

(2) 取引に対する取組方針

同左

(3) 取引の利用目的

  当社グループは、外貨建金銭債権債

務に係る為替相場の変動リスクを回

避する目的で為替予約を行っており

ます。

  なお、当社グループが利用している

デリバティブ取引には投機目的のも

のはありません。

(3) 取引の利用目的

同左

(4) 取引に係るリスクの内容

  当社グループが利用しているデリバ

ティブ取引は、マーケットリスクを

有しております。

  また、当社グループのデリバティブ

取引の契約先は信用度の高い金融機

関であるため、相手先の契約不履行

に係る信用リスクはほとんどないと

認識しております。

(4) 取引に係るリスクの内容

同左

(5) 取引に係るリスク管理体制

  当社グループでは、為替予約取引の

実行と管理を経理担当部署および海

外取引担当部署で行っております。

  為替予約取引は、各社の意思決定機

関である経営会議等にて決裁された

社内規定に基づいて行っておりま

す。

  なお、為替予約取引以外のデリバテ

ィブ取引を行う場合には、経営会議

等の決裁を得た後に実行し、取引結

果を経営会議等に報告することとな

っております。

(5) 取引に係るリスク管理体制

同左

(6) 「取引の時価等に関する事項」に係

る補足説明

  為替予約取引の内、外貨建金銭債権

債務等に先物為替予約が付されてい

ることにより、決済時における円貨

額が確定している外貨建金銭債権債

務等で、貸借対照表に当該円貨額で

表示しているものについては、開示

の対象から除いております。

(6) 「取引の時価等に関する事項」に係

る補足説明

同左

２ 取引の時価等に関する事

項

ヘッジ会計が適用されるため、該当する

事項はありません。

同左



(退職給付関係) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時

金制度を設けております。 

当社は、平成元年３月１日より適格退職年金制度に全面移行しております。 

当連結会計年度末現在、当社及び連結子会社全体で、厚生年金基金制度については11社が、適格退職年

金制度については７社が、また、退職一時金制度については４社が採用しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

  

 
(注) １ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 

２ 総合設立型厚生年金基金制度を採用している連結子会社の年金資産の額は167百万円であり、上記年金資産

には含まれておりません。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

  

 
(注) 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

 
  

① 退職給付債務 △90,271百万円

② 年金資産 (注)２ 44,121百万円

③ 未積立退職給付債務(①＋②) △46,150百万円

④ 未認識数理計算上の差異 25,657百万円

⑤ 未認識過去勤務債務(債務の減額) △2,236百万円

⑥ 退職給付引当金(③＋④＋⑤) △22,730百万円

① 勤務費用 3,364百万円

② 利息費用 1,729百万円

③ 期待運用収益 △1,572百万円

④ 数理計算上の差異の費用処理額 2,172百万円

⑤ 過去勤務債務の費用処理額 △189百万円

⑥ 退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤) 5,504百万円

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.0％

③ 期待運用収益率 4.0％

④ 過去勤務債務の額の処理年数 発生時の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(７～15年)による定額法に
より費用処理しております。

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 各連結会計年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(７～15年)による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から
費用処理することとしております。



次へ 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時

金制度を設けております。 

当社は、平成元年３月１日より適格退職年金制度に全面移行しております。 

当連結会計年度末現在、当社及び連結子会社全体で、厚生年金基金制度については９社が、適格退職年

金制度については８社が、また、退職一時金制度については３社が採用しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

  

 
(注) １ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 

２ 総合設立型厚生年金基金制度を採用している連結子会社の年金資産の額は184百万円であり、上記年金資産

には含まれておりません。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

  

 
(注) 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

 
  

① 退職給付債務 △95,584百万円

② 年金資産 (注)２ 56,873百万円

③ 未積立退職給付債務(①＋②) △38,710百万円

④ 未認識数理計算上の差異 17,752百万円

⑤ 未認識過去勤務債務(債務の減額) △2,057百万円

⑥ 退職給付引当金(③＋④＋⑤) △23,014百万円

① 勤務費用 3,202百万円

② 利息費用 1,791百万円

③ 期待運用収益 △1,749百万円

④ 数理計算上の差異の費用処理額 2,113百万円

⑤ 過去勤務債務の費用処理額 △187百万円

⑥ 退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤) 5,170百万円

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.0％

③ 期待運用収益率 4.0％

④ 過去勤務債務の額の処理年数 発生時の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(７～15年)による定額法に
より費用処理しております。

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 各連結会計年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(７～15年)による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から
費用処理することとしております。



前へ 

(税効果会計関係) 

  

   

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (1) 流動資産

    (繰延税金資産)

賞与引当金 1,277百万円

未払事業税等 366百万円

未払費用 333百万円

その他 903百万円

 繰延税金資産合計 2,879百万円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (1) 流動資産

    (繰延税金資産)

賞与引当金 1,387百万円

未払事業税等 414百万円

未払費用 486百万円

繰越欠損金 118百万円

その他 763百万円

繰延税金資産小計 3,170百万円

評価性引当金 △116百万円

 繰延税金資産合計 3,054百万円

 

 (2) 固定資産
    (繰延税金資産)

退職給付引当金 1,691百万円

固定資産未実現利益 441百万円

その他 104百万円

 繰延税金資産合計 2,238百万円

 

(2) 固定資産
  (繰延税金資産)

退職給付引当金 1,952百万円

固定資産未実現利益 447百万円

その他 116百万円

繰延税金資産小計 2,516百万円

評価性引当金 △10百万円

 繰延税金資産合計 2,506百万円

 

 (3) 流動負債
    (繰延税金負債)

貸倒引当金 0百万円

 繰延税金負債合計 0百万円
 

(3) 流動負債
  (繰延税金負債)

貸倒引当金 4百万円

 繰延税金負債合計 4百万円

 

 

 (4) 固定負債
    (繰延税金負債)

有価証券評価差額金 8,875百万円

減価償却費 1,774百万円

固定資産圧縮積立金 502百万円

その他 157百万円

繰延税金負債合計 11,309百万円

    (繰延税金資産)
退職給付引当金 △7,142百万円

金型除却損 △769百万円

役員退職慰労引当金 △351百万円

その他 △186百万円

 繰延税金資産合計 △8,450百万円

 繰延税金負債の純額 2,859百万円

 

 

(4) 固定負債
  (繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 13,440百万円

減価償却費 1,325百万円

固定資産圧縮積立金 541百万円

その他 27百万円

  繰延税金負債合計 15,334百万円

  (繰延税金資産)
退職給付引当金 △7,321百万円

固定資産除却損 △927百万円

その他 △962百万円

 繰延税金資産合計 △9,210百万円

 繰延税金負債の純額 6,124百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な内訳

当社の法定実効税率 40.4％

(調整)

当社より低い法定実効税率の影響 △2.5％

交際費等永久に損金に

算入されない項目
0.4％

受取配当金等永久に

益金に算入されない項目
△0.4％

住民税等均等割額 0.2％

試験研究費税額控除 △1.3％

その他税額控除 △1.4％

その他 △0.4％

 税効果会計適用後の 

 法人税等の負担率
35.0％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な内訳

当社の法定実効税率 40.4％

(調整)

当社より低い法定実効税率の影響 △5.7％

交際費等永久に損金に

算入されない項目
0.4％

受取配当金等永久に

益金に算入されない項目
△0.5％

住民税等均等割額 0.2％

試験研究費税額控除 △1.2％

その他税額控除 △1.7％

その他 0.7％

 税効果会計適用後の 

 法人税等の負担率
32.6％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法……事業の種類別区分によっております。 

２ 各区分に属する主要な製品の名称 
(1) 自動車機器事業……四輪照明製品、二輪照明製品、アクセサリー＆パーツ製品 
(2) 電子機器事業………コンポーネンツ製品、電子応用製品 
(3) その他事業…………その他 
３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、79,037百万円であり、その主なものは、余資運
用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、基礎的試験研究活動に係る資産及び管理部門に係
る資産等であります。 
４ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却費が含まれております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法……事業の種類別区分によっております。 

２ 各区分に属する主要な製品の名称 
(1) 自動車機器事業……四輪照明製品、二輪照明製品、カーエレクトロニクス製品、 
         アクセサリー＆パーツ製品 

(2) 電子機器事業………コンポーネンツ製品、電子応用製品 
(3) その他事業…………その他 
３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、99,913百万円であり、その主なものは、余資運
用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、基礎的試験研究活動に係る資産及び管理部門に係
る資産等であります。 
４ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却費が含まれております。 

自動車機器 
事業 
(百万円)

電子機器
事業 
(百万円)

その他
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益
  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

180,048 110,208 3,003 293,259 ─ 293,259

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

475 20,996 4,175 25,647 (25,647) ─

計 180,524 131,204 7,178 318,907 (25,647) 293,259

  営業費用 171,158 115,258 7,168 293,585 (28,612) 264,973

  営業利益 9,366 15,946 10 25,322 2,964 28,286

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

  資産 102,149 83,154 1,848 187,152 79,037 266,190

  減価償却費 11,825 4,852 86 16,764 1,811 18,576
  資本的支出 16,911 9,415 191 26,518 1,869 28,388

自動車機器 
事業 
(百万円)

電子機器
事業 
(百万円)

その他
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益
  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

213,811 96,378 1,595 311,785 － 311,785

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

182 9,963 3,486 13,632 (13,632) －

計 213,993 106,341 5,082 325,417 (13,632) 311,785

  営業費用 197,544 93,733 5,045 296,323 (16,578) 279,745

  営業利益 16,448 12,608 36 29,094 2,945 32,039

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

  資産 125,396 78,045 883 204,325 99,913 304,238

  減価償却費 13,418 4,396 103 17,918 2,178 20,097
  資本的支出 17,931 5,773 82 23,788 2,157 25,945



 
       ５  事業区分の変更 
 
             当連結会計年度から、事業の業績をより明確に表示するため、電子機器事業に含まれていた一部カー 
  
           エレクトロニクス製品について事業区分を見直し、自動車機器事業へ変更いたしました。 
 
          当連結会計年度と同一の区分によった場合の前連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は 
 
           次のとおりであります。 
  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
  
  

自動車機器 
事業 
(百万円)

電子機器
事業 
(百万円)

その他
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益
  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

191,153 99,103 3,003 293,259 ─ 293,259

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

333 10,728 4,175 15,237 (15,237) ─

計 191,486 109,832 7,178 308,497 (15,237) 293,259

  営業費用 180,905 95,100 7,168 283,175 (18,201) 264,973

  営業利益 10,580 14,731 10 25,322 2,964 28,286

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

  資産 109,523 75,780 1,848 187,152 79,037 266,190

  減価償却費 12,894 3,783 86 16,764 1,811 18,576
  資本的支出 17,913 8,413 191 26,518 1,869 28,388



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

北米…………………アメリカ 

アジア・大洋州……タイ、台湾、ベトナム、インドネシア、インド、香港 

その他の地域………中国、イギリス、フランス、ハンガリー、ドイツ 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、79,037百万円であり、その主なものは、余資運

用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、基礎的試験研究活動に係る資産及び管理部門に係

る資産等であります。 

  

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

北米…………………アメリカ 

アジア・大洋州……タイ、台湾、ベトナム、インドネシア、インド、香港、韓国 

その他の地域………中国、イギリス、フランス、ハンガリー、ドイツ 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、99,913百万円であり、その主なものは、余資運

用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、基礎的試験研究活動に係る資産及び管理部門に係

る資産等であります。 

  

日本
(百万円)

北米 
(百万円)

アジア・
大洋州 
(百万円)

その他
の地域 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

190,913 56,081 24,920 21,344 293,259 ― 293,259

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

34,981 361 11,433 9,854 56,631 (56,631) ―

計 225,895 56,443 36,354 31,198 349,891 (56,631) 293,259

  営業費用 209,400 51,689 32,544 29,284 322,918 (57,945) 264,973

  営業利益 16,494 4,753 3,809 1,914 26,972 1,313 28,286

Ⅱ 資産 124,680 26,816 15,550 20,105 187,152 79,037 266,190

日本
(百万円)

北米 
(百万円)

アジア・
大洋州 
(百万円)

その他
の地域 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

184,675 65,603 31,243 30,262 311,785 － 311,785

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

37,686 101 11,974 10,845 60,608 (60,608) －

計 222,362 65,705 43,217 41,108 372,393 (60,608) 311,785

  営業費用 206,363 60,429 38,385 37,321 342,499 (62,754) 279,745

  営業利益 15,998 5,275 4,832 3,786 29,893 2,146 32,039

Ⅱ 資産 126,189 32,105 19,954 26,075 204,325 99,913 304,238



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

北米………………アメリカ、カナダ 

その他の地域……中国、タイ、台湾、ベトナム、インドネシア、インド、イギリス、フランス、 

ハンガリー、ドイツ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

北米………………アメリカ、カナダ 

その他の地域……中国、タイ、台湾、ベトナム、インドネシア、インド、イギリス、フランス、 

ハンガリー、ドイツ、韓国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 56,482 50,478 106,961

Ⅱ 連結売上高(百万円) 293,259

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 
  (％)

19.3 17.2 36.5

北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 65,936 65,284 131,220

Ⅱ 連結売上高(百万円) 311,785

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 
  (％)

21.1 20.9 42.1



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

子会社等 

  

 
(取引条件及び取引条件の決定等) 

技術提供収入については、技術供与の内容に基づき、交渉の上、決定しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

子会社等 

  

 
(取引条件及び取引条件の決定等) 

技術提供収入については、技術供与の内容に基づき、交渉の上、決定しております。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金

事業の内容

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会
社

Thai  
Stanley  
Electric  
Public 
Co.,Ltd.

Banklang 
Pathum- 
thanee 
Thailand

B
383,125千

自動車機器 
事業 
電子機器事 
業

所有 
直接 30.0 
間接  0.4

兼任２人
出向４人

当社製品
の製造販 
売

技術提供収
入

545 ― ―

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金

事業の内容

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会
社

Thai  
Stanley  
Electric  
Public 
Co.,Ltd.

Banklang 
Pathum- 
thanee 
Thailand

B
383,125千

自動車機器 
事業 
電子機器事 
業 
その他事業

所有 
直接 30.0 
間接  0.4

兼任２人
出向５人

当社製品
の製造販 
売

技術提供収
入

622 ― ―



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 786.30円 １株当たり純資産額 936.84円

１株当たり当期純利益 94.44円 １株当たり当期純利益 110.22円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(百万円) 17,685 20,619

普通株主に帰属しない金額(百万円)
 (うち利益処分による役員賞与金)

160
(160)

169
(169)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 17,525 20,449

普通株式の期中平均株式数(千株) 185,545 185,534



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は以下のとおりであります。 

  

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年内返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

スタンレー電気 
株式会社 
(当社)

第２回無担保 
社債(社債間限定 
同順位特約付)

平成15年 
11月21日

10,000 10,000
年
0.96

無担保
平成20年
11月21日

合計 ― ― 10,000 10,000 ― ― ―

１年以内 
(百万円)

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

― ― 10,000 ― ―

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 8,249 8,593 1.7 ―

１年内返済予定の長期借入金 754 36 1.2 ―

長期借入金(１年内返済予定のも
のを除く。)

739 4 1.4
平成19年7月28日～
平成20年2月28日

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 9,743 8,633 ― ―

区分
１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 4 ― ― ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 13,522 18,184

 ２ 受取手形 6,482 4,557

 ３ 売掛金 (※4) 55,644 57,457

 ４ 有価証券 3,389 5,755

 ５ 製品 1,677 1,649

 ６ 半製品・仕掛品 1,555 1,704

 ７ 材料 3,903 4,409

 ８ 貯蔵品 135 121

 ９ 前渡金 79 43

 10 繰延税金資産 1,834 1,861

 11 短期貸付金 (※4) 3,055 5,996

 12 その他 1,782 1,957

   貸倒引当金 △6 △6

   流動資産合計 93,056 45.5 103,693 45.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 (※1)

   (1) 建物 36,721 37,948

    減価償却累計額 △20,621 16,100 △21,130 16,818

   (2) 構築物 2,254 2,324

    減価償却累計額 △1,677 577 △1,713 611

   (3) 機械及び装置 31,969 32,931

    減価償却累計額 △21,666 10,303 △22,589 10,342

   (4) 車輌及び運搬具 295 255

    減価償却累計額 △238 57 △200 54

   (5) 工具器具及び備品 85,325 81,900

    減価償却累計額 △73,322 12,002 △69,623 12,276

   (6) 土地 8,142 8,207

   (7) 建設仮勘定 4,107 3,922

   有形固定資産合計 51,291 (25.1) 52,233 (22.9)



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ２ 無形固定資産

  (1) 借地権 44 44

  (2) ソフトウェア 4,988 4,405

  (3) その他 170 51

   無形固定資産合計 5,203 (2.5) 4,501 (2.0)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 26,056 38,257

  (2) 関係会社株式 20,471 20,438

  (3) 出資金 313 308

  (4) 関係会社出資金 7,447 7,447

  (5) 長期貸付金 11 11

  (6) 関係会社長期貸付金 ─ 270

  (7) 破産更生等債権 1 1

  (8) 長期前払費用 165 157

  (9) その他 561 164

    貸倒引当金 △1 △1

    投資その他の資産合計 55,027 (26.9) 67,054 (29.5)

    固定資産合計 111,522 54.5 123,789 54.4

    資産合計 204,578 100.0 227,483 100.0



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 12,573 12,365

 ２ 買掛金 (※4) 23,973 24,375

 ３ 短期借入金 1,990 4,186

 ４ 未払金 2,434 2,643

 ５ 未払費用 2,853 2,791

 ６ 未払法人税等 3,215 3,520

 ７ 前受金 522 210

 ８ 賞与引当金 2,527 2,603

 ９ 固定資産購入支払手形 1,513 2,113

 10 その他 109 124

   流動負債合計 51,713 25.3 54,933 24.2

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 10,000 10,000

 ２ 繰延税金負債 105 4,264

 ３ 退職給付引当金 17,670 18,111

 ４ 役員退職慰労引当金 869 ─

 ５ その他 82 1,161

   固定負債合計 28,727 14.0 33,537 14.7

   負債合計 80,441 39.3 88,470 38.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 (※2) 30,514 14.9 30,514 13.4

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 29,825 29,825

 ２ その他資本剰余金

  (1) 自己株式処分差益 0 0 0 0

   資本剰余金合計 29,825 14.6 29,825 13.1

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 3,201 3,201

 ２ 任意積立金

  (1) 固定資産圧縮積立金 674 739

  (2) 別途積立金 22,320 22,994 22,320 23,059

 ３ 当期未処分利益 28,103 36,211

   利益剰余金合計 54,298 26.5 62,471 27.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金 (※5) 13,081 6.4 19,809 8.7

Ⅴ 自己株式 (※3) △3,582 △1.7 △3,608 △1.6

   資本合計 124,137 60.7 139,012 61.1

   負債・資本合計 204,578 100.0 227,483 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 220,004 100.0 218,853 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 製品期首たな卸高 1,882 1,677

 ２ 当期製品製造原価 (※1) 183,698 181,657

      合計 185,581 183,334

 ３ 製品期末たな卸高 1,677 183,903 83.6 1,649 181,685 83.0

   売上総利益 36,100 16.4 37,168 17.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費
(※
2,3)

22,374 10.2 23,153 10.6

   営業利益 13,725 6.2 14,014 6.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 67 27

 ２ 有価証券利息 1 3

 ３ 受取配当金 (※1) 1,211 2,440

 ４ 技術提供収入 (※1) 2,778 3,075

 ５ 雑収入 197 4,255 1.9 477 6,025 2.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 78 80

 ２ 社債利息 95 96

 ３ 固定資産解体撤去費用 310 243

 ４ 為替差損 56 ─

 ５ 雑損失 223 764 0.3 101 522 0.2

   経常利益 17,217 7.8 19,518 8.9

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 (※4) 424 0

 ２ 投資有価証券売却益 1,720 2,144 1.0 213 213 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 (※5) 2,392 1,378

 ２ 関係会社出資金評価損 1,402 ─

 ３ 有価証券評価損 115 3,909 1.8 ─ 1,378 0.6

   税引前当期純利益 15,452 7.0 18,352 8.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

6,631 6,954

   法人税等調整額 △1,174 5,456 2.5 △433 6,520 3.0

   当期純利益 9,996 4.5 11,832 5.4

   前期繰越利益 19,405 26,233

   中間配当額 1,298 1,855

   当期未処分利益 28,103 36,211



製造原価明細書 

  

 
(注) 原価計算は、製品別総合原価計算制度を採用しております。 

※１ このうち主なものは減価償却費前事業年度9,483百万円、当事業年度9,662百万円であります。 

※２ この内訳は前事業年度有形固定資産振替高663百万円、経費振替高87百万円、その他763百万円、当事業

年度有形固定資産振替高437百万円、経費振替高88百万円、その他953百万円であります。 

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費 142,010 76.7 140,302 76.6

Ⅱ 労務費 18,906 10.2 18,543 10.1

Ⅲ 製造経費 (※1) 24,344 13.1 24,440 13.3

   当期総製造費用 185,261 100.0 183,286 100.0

   期首半製品・ 
   仕掛品たな卸高

1,507 1,555

    合計 186,768 184,841

   期末半製品・ 
   仕掛品たな卸高

1,555 1,704

   他勘定振替高 (※2) 1,514 1,480

   当期製品製造原価 183,698 181,657



③ 【利益処分計算書】 

  

 
  

前事業年度
株主総会開催日 
(平成17年６月24日)

当事業年度 
株主総会開催日 
(平成18年６月27日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 28,103 36,211

Ⅱ 利益処分額

１ 配当金 1,669 1,855

２ 役員賞与金
(うち監査役賞与金)

135
(12)

145
(13)

３ 任意積立金 
   固定資産圧縮積立金 64 1,869 ─ 2,000

Ⅲ 次期繰越利益 26,233 34,210



重要な会計方針 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

   期末日の市場価格等に基づく時

価法

   (評価差額は全部資本直入法に

より処理し売却原価は移動平均

法により算出)

  時価のないもの

   移動平均法による原価法

(1) 満期保有目的の債券

   償却原価法（定額法）

(2) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(3) その他有価証券

  時価のあるもの

   期末日の市場価格等に基づく時

価法

   (評価差額は全部資本直入法に

より処理し売却原価は移動平均

法により算出)

  時価のないもの

   移動平均法による原価法

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

   製品

   半製品・仕掛品

   材料

   貯蔵品

総平均法による原価法 

総平均法による原価法 

総平均法による原価法 

最終仕入原価法による原価法

同左 

同左 

同左 

同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

   有形固定資産 定率法 

ただし、建物(附属設備を除く)、工具

器具及び備品のうち金型・治工具等及

び山形工場は定額法

同左

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物及び構築物     ３～50年 

機械装置及び車輛運搬具 ４～15年

   無形固定資産 定額法 

ただし、ソフトウェア(自社利用分)に

ついては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法

同左

４ 引当金の計上基準

   貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒実績率

による計算額を、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性

を検討し回収不能見込額を計上してお

ります。

同左

   賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えるため、支

給見込額基準により計上しておりま

す。

同左



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

   退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事
業年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき計上しており
ます。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(15年)による定額法により費用処理し
ております。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発
生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数(15年)による定額
法により按分した額をそれぞれ発生の
翌事業年度から費用処理することとし
ております。

同左

   役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えて、役
員退職慰労金規定に基づく期末要支給
額を計上しております。

役員の退職慰労金の支出に備えて、役

員退職慰労金規定に基づく期末要支給

額を計上しておりましたが、平成17年

６月24日開催の定時株主総会の日をも

って、役員退職慰労金制度を廃止いた

しました。なお、廃止日までの在任期

間における要支給額については、固定

負債の「その他」に計上しておりま

す。

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。

同左

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  為替予約が付されている外貨建金

銭債権について、振当処理を行っ

ております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段：為替予約

  ヘッジ対象：外貨建金銭債権

(3) ヘッジ方針

  為替予約の限度額を実需の範囲と

し、ヘッジ手段をヘッジ対象の範

囲内で将来の為替相場の変動によ

るリスクを回避する目的で利用す

る方針であります。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  ヘッジ手段とヘッジ対象に関する

重要な条件が同一であり、かつヘ

ッジ開始時及びその後も継続し

て、相場変動を完全に相殺するも

のと想定することができるため、

ヘッジ有効性の判定は省略してお

ります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

   消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税
抜方式によっております。

同左



財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

表示方法の変更 

(損益計算書関係) 

  

   

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 
 

─────

 固定資産の減損に係る会計基準 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 

なお、当該会計基準及び適用指針の適用による当財務諸

表への影響はありません。 

 

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 前事業年度まで、営業外費用の「雑損失」に含めて表
示しておりました「固定資産解体撤去費用」は、当事業
年度より区分掲記しております。 
 なお、前事業年度の「固定資産解体撤去費用」の金額
は51百万円であります。

 
 

─────



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

１ 圧縮記帳(※1) 取得価額から直接控除している保険差

益の圧縮記帳累計額は、建物453百万

円、機械及び装置47百万円、工具器具

及び備品42百万円であります。

取得価額から直接控除している保険差

益の圧縮記帳累計額は、建物452百万

円、機械及び装置46百万円、工具器具

及び備品41百万円であります。

２ 株式の総数(※2) 会社が発行する株式の総数

普通株式      468,201,000株

ただし、定款の定めにより株式の消却

が行われた場合には、会社が発行する

株式について、これに相当する株式数

を減ずることとなっております。

発行済株式総数

普通株式      188,240,256株

会社が発行する株式の総数

普通株式      750,000,000株

ただし、定款の定めにより株式の消却

が行われた場合には、会社が発行する

株式について、これに相当する株式数

を減ずることとなっております。

発行済株式総数

普通株式 188,240,256株

３ 自己株式の保有数(※3) 普通株式       2,700,269株 普通株式       2,713,588株

４ 関係会社に対する資産・

負債(※4)

売掛金 10,466百万円 11,707百万円

短期貸付金 3,055百万円 5,996百万円

買掛金 7,038百万円 7,866百万円

５ 偶発債務

   保証債務

従業員の住宅資金借入
金に対する保証債務

53百万円 44百万円

Stanley Electric  
Engineering India  
Pvt. Ltd. に対する銀
行借入保証債務

0百万円 ─百万円

計 54百万円 44百万円

６ 配当制限(※5) 有価証券の時価評価により、純資産額

が、13,081百万円増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124

条第３号の規定により配当に充当する

ことが制限されております。

有価証券の時価評価により、純資産額

が、19,809百万円増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124

条第３号の規定により配当に充当する

ことが制限されております。



(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 関係会社に対する取引高 

(※1)

各科目に含まれている関係会社に対す

る取引は、次のとおりであります。

仕入高 67,079百万円

受取配当金 939百万円

技術提供収入 2,694百万円

各科目に含まれている関係会社に対す

る取引は、次のとおりであります。

仕入高 65,518百万円

受取配当金 2,102百万円

技術提供収入 3,059百万円

２ 販売費及び一般管理費 

(※2)

主要な費目及び金額

運賃 1,343百万円

給料賞与諸手当 6,963百万円

賞与引当金繰入額 1,034百万円

役員退職慰労引当金
繰入額

97百万円

退職給付費用 1,783百万円

福利厚生費 1,437百万円

減価償却費 1,819百万円

手数料 1,133百万円

 

主要な費目及び金額

運賃 1,355百万円

給料賞与諸手当 7,225百万円

賞与引当金繰入額 1,078百万円

退職給付費用 1,681百万円

福利厚生費 1,453百万円

減価償却費 2,097百万円

手数料 1,284百万円

なお、販売費及び一般管理費に占める

販売費の割合は、おおよそ40％であり

ます。

なお、販売費及び一般管理費に占める

販売費の割合は、おおよそ35％であり

ます。

３ 研究開発費(※3) 一般管理費に含まれる研究開発費は

4,440百万円であります。

一般管理費に含まれる研究開発費は

4,397 百万円であります。

４ 固定資産売却益(※4) 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。

土地 423百万円

その他 0百万円

固定資産売却益の内訳は次のとおりで 

あります。

機械及び装置 0百万円

５ 固定資産除却損(※5) 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。

建物 675百万円

構築物 48百万円

機械及び装置 1,173百万円

工具器具及び備品 457百万円

その他 38百万円

固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。

建物 278百万円

構築物 11百万円

機械及び装置 369百万円

工具器具及び備品 546百万円

その他 172百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引

 

１ リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

車輌及
び運搬
具

4 2 2

工具器 
具及び 
備品

1,506 854 651

合計 1,510 857 653

 

１ リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

車輌及
び運搬
具

5 3 1

工具器
具及び
備品

1,385 729 655

合計 1,390 733 657

  なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定

しております。

同左

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 301百万円

１年超 352百万円

合計 653百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 293百万円

１年超 364百万円

合計 657百万円

  なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料が有形固

定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。

同左

３ 支払リース料及び減価償却費相当

額

支払リース料 362百万円

(減価償却費相当額) 362百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相当

額

支払リース料 357百万円

(減価償却費相当額) 357百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リー

ス取引

未経過リース料

１年内 15百万円

１年超 26百万円

合計 42百万円

未経過リース料

１年内 19百万円

１年超 40百万円

合計 59百万円



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日) 

・子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
  

 
  

当事業年度(平成18年３月31日) 

・子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
  

 
  
(税効果会計関係) 

  

   

種類
貸借対照表計上額
(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

関連会社株式 747 8,771 8,023

合計 747 8,771 8,023

種類
貸借対照表計上額
(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

関連会社株式 747 10,257 9,509

合計 747 10,257 9,509

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

 (1) 流動資産
    (繰延税金資産)

賞与引当金 1,021百万円

未払事業税 301百万円

その他 511百万円

 繰延税金資産合計 1,834百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳
(1) 流動資産
  (繰延税金資産)

賞与引当金 1,052百万円

未払事業税 353百万円

その他 455百万円

繰延税金資産合計 1,861百万円

 

 

 (2) 固定負債
    (繰延税金負債)

有価証券評価差額金 8,875百万円

固定資産圧縮積立金 501百万円

 繰延税金負債合計 9,377百万円

    (繰延税金資産)
退職給付引当金 △7,142百万円

金型除却損 △769百万円

役員退職慰労引当金 △351百万円

関係会社投資損失 △867百万円

その他 △140百万円

 繰延税金資産合計 △9,271百万円

 繰延税金負債の純額 105百万円

 

 

(2) 固定負債
  (繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 13,440百万円

固定資産圧縮積立金 501百万円

繰延税金負債合計 13,942百万円

  (繰延税金資産)
退職給付引当金 △7,321百万円

固定資産除却損 △927百万円

関係会社投資損失 △867百万円

その他 △561百万円

 繰延税金資産合計 △9,677百万円

繰延税金負債の純額 4,264百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳
当社の法定実効税率 40.4％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.7％

受取配当金等永久に
益金に算入されない項目

△0.7％

住民税等均等割額 0.3％

試験研究費税額控除 △2.5％

その他税額控除 △2.7％

その他 △0.2％

 税効果会計適用後の 
 法人税等の負担率

35.3％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳
当社の法定実効税率 40.4％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.9％

受取配当金等永久に
益金に算入されない項目

△0.9％

住民税等均等割額 0.3％

試験研究費税額控除 △2.1％

その他税額控除 △3.0％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の
 法人税等の負担率

35.5％



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 668.33円 １株当たり純資産額 748.50円

１株当たり当期純利益 53.15円 １株当たり当期純利益 63.00円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当期純利益(百万円) 9,996 11,832

普通株主に帰属しない金額(百万円)
 (うち利益処分による役員賞与金)

135
(135)

145
(145)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 9,861 11,687

普通株式の期中平均株式数(千株) 185,545 185,534



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
          

     【債券】 

 
 

【その他】 

  

 

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資 
有価証券

その他 
有価証券

本田技研工業㈱ 2,620,000 19,099

トヨタ自動車㈱ 565,000 3,632

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 2,007 3,613

㈱リコー 1,086,780 2,499

㈱三井住友フィナンシャルグループ 1,876 2,439

スズキ㈱ 761,000 2,058

SL Corporation 786,348 705

ウシオ電機㈱ 200,000 561

マツダ㈱ 750,000 536

リコーリース㈱ 144,000 485

その他(32銘柄) 1,802,320 1,610

小計 8,719,332 37,242

計 8,719,332 37,242

銘柄
券面総額
（百万円）

貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価
証券

満期保有
目的の 
債券

第19回２号三菱東京ＵＦＪ銀行社債 1,000 1,014

小計 1,000 1,014

計 1,000 1,014

種類及び銘柄
投資口数等
(百万口)

貸借対照表計上額
(百万円)

有価証券
その他 
有価証券

(投資信託受益証券) 
三菱マネー・マネージメント・ファンド

2,000 2,000

(投資信託受益証券) 
ホープ（３ヶ月決算型）

1,500 1,500

(投資信託受益証券) 
野村マネー・マネージメント・ファンド

1,228 1,228

 (投資信託受益証券) 
 大和マネー・マネージメント・ファンド

1,026 1,026

小計 5,755 5,755

計 5,755 5,755



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 増加の主な内訳 

建物は、秦野製作所 1,833百万円であります。 

機械及び装置は、四輪事業製造設備 936百万円、二輪事業製造設備 313百万円、 

コンポーネンツ事業製造設備 931百万円、電子応用製品事業製造設備 39百万円であります。 

工具器具及び備品は、四輪事業製造設備 4,771百万円、二輪事業製造設備 1,704百万円、 

ＡＰ事業製造設備 320百万円、コンポーネンツ事業製造設備 204百万円、 

電子応用製品事業製造設備 79百万円であります。 

建設仮勘定は、建物 979百万円、機械 1,234百万円、金型 4,918百万円、 

仕掛中金型 1,202百万円であります。 

ソフトウエアは、ＥＲＰ構築費用 550百万円であります。 

２ 減少の主な内訳 

工具器具及び備品は、金型有姿除却 10,002百万円であります。 

建設仮勘定は、金型 4,388百万円、機械 1,180百万円、仕掛中金型 1,457百万円であります。 

  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

 建物 36,721 2,145 918 37,948 21,130 1,156 16,818

 構築物 2,254 119 49 2,324 1,713 75 611

 機械及び装置 31,969 2,774 1,812 32,931 22,589 2,348 10,342

 車輌及び運搬具 295 23 63 255 200 19 54

 工具器具及び備品 85,325 7,510 10,934 81,900 69,623 6,621 12,276

 土地 8,142 65 ― 8,207 ― ― 8,207

 建設仮勘定 4,107 9,032 9,216 3,922 ― ― 3,922

有形固定資産計 168,817 21,670 22,996 167,491 115,258 10,221 52,233

無形固定資産

 借地権 44 ― ― 44 ― ― 44

 ソフトウェア 8,700 902 22 9,579 5,174 1,484 4,405

 その他 206 ― 107 98 46 4 51

無形固定資産計 8,950 902 130 9,722 5,221 1,488 4,501

長期前払費用 334 110 115 329 171 49 157

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―



【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 当期末における自己株式は2,713,588株であります。 

２ その他資本剰余金の増加の原因は、自己株式の処分によるものであります。 

３ 任意積立金の増加の原因は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) １ 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

     ２ 役員退職慰労引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、制度廃止によるものであります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(百万円) 30,514 ─ ─ 30,514

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) (188,240,256) (─) (─) (188,240,256)

普通株式 (百万円) 30,514 ─ ─ 30,514

計 (株) (188,240,256) (─) (─) (188,240,256)

計 (百万円) 30,514 ─ ─ 30,514

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

資本準備金

 株式払込剰余金 (百万円) 29,825 ─ ─ 29,825

その他資本剰余金

 自己株式処分差益 (百万円) 0 0 ─ 0

計 (百万円) 29,825 0 ─ 29,825

利益準備金及び 
任意積立金

利益準備金 (百万円) 3,201 ─ ─ 3,201

任意積立金

 固定資産 
 圧縮積立金

(百万円) 674 64 ─ 739

 別途積立金 (百万円) 22,320 ─ ─ 22,320

計 (百万円) 26,195 64 ─ 26,260

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 7 7 ─ 7 7

賞与引当金 2,527 2,603 2,527 ─ 2,603

役員退職慰労引当金 869 ─ 36 832 ─



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(a) 資産の部 

(1) 現金及び預金 

  

 
  

(2) 受取手形 

イ 相手先別内訳 

  

 
  

ロ 期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 24

預金

当座預金 18,082

普通預金 75

別段預金 1

計 18,159

合計 18,184

取引先名 金額(百万円)

㈱ジュパ 1,237

サンワテクノス㈱ 853

㈱ジェスコ 495

フルタカ電気㈱ 208

菅原電気㈱ 168

その他 1,595

合計 4,557

期日
平成18年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 合計

受取手形(百万円) 1,117 1,231 1,629 552 26 4,557



(3) 売掛金 

イ 取引先別内訳 
  

 
  

ロ 滞留及び回収状況 
  

 
  

(4) たな卸資産 

イ 製品、半製品・仕掛品、材料の内訳 

  

 
  

ロ 貯蔵品の内訳 

研究用材料87百万円および消耗品34百万円であります。 

  

(5) 関係会社株式 

  

 
  

取引先名 金額(百万円)

本田技研工業㈱ 7,164

三菱自動車工業㈱ 3,466

マツダ㈱ 3,365

シャープ㈱ 3,218

東芝松下ディスプレイテクノロジー㈱ 2,433

その他 37,808

合計 57,457

区分
前期末残高 
(百万円)

当期発生高 
(イ) 
(百万円)

当期回収高
(百万円)

当期末残高
(ロ) 
(百万円)

回収率
(％)

 

平均滞留期間
(ロ)
(イ)
12
(月)

売掛金 55,644 227,810 225,997 57,457 79.7 3.03

区分
四輪事業 
(百万円)

二輪事業 
(百万円)

AP事業
(百万円)

コンポーネ
ンツ事業 
(百万円)

電子応用
製品事業 
(百万円)

計 
(百万円)

製品 850 197 286 168 145 1,649

半製品・仕掛品 780 141 5 770 7 1,704

材料 1,478 300 154 2,342 132 4,409

合計 3,110 640 446 3,281 284 7,763

区分 金額(百万円)

子会社株式

 Stanley Electric Holding of America, Inc. 9,475

 その他(計19社) 8,886

関連会社株式(計５社) 2,076

合計 20,438



(b) 負債の部 

(1) 支払手形 

イ 取引先別内訳 
  

 
  

ロ 期日別内訳 
  

 
(注) 支払手形には固定資産購入支払手形分を含めております。 

  

(2) 買掛金 

取引先別内訳 
  

 
  

(3) 退職給付引当金 
  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

取引先名 金額(百万円)

マルイ工業㈱ 578

住友電気工業㈱ 578

福山合成㈱ 557

㈱光輝社 522

㈱長田電材工業 344

その他 11,896

合計 14,478

期日
平成18年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 合計

支払手形(百万円) 3,868 3,518 3,113 3,977 ― 14,478

取引先名 金額(百万円)

住友商事㈱ 2,740

㈱スタンレー鶴岡製作所 2,149

㈱スタンレーいわき製作所 2,044

松下電器産業㈱ 1,016

㈱スタンレー宮城製作所 836

その他 15,588

合計 24,375

区分 金額(百万円)

退職給付債務 77,004

未認識過去勤務債務 1,610

未認識数理計算上の差異 △14,485

年金資産 △46,018

合計 18,111



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) １ 単元未満株式の買増し 

 
２ 株券喪失登録 

 
  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、1,000株券、5,000株券、10,000株券、100株未満株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店営業所

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店営業所

  買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを得
ない事由が生じたときには、日本経済新聞に掲載する方法により行う。 
電子公告を掲載するホームページのアドレス 
(http://www.stanley.co.jp/profile/index.html)

株主に対する特典 なし

取扱場所 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

 三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店営業所

買増手数料 無料

受付停止期間 当社基準日の12営業日前から基準日まで

取扱場所 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

 三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店営業所

申請手数料 申請１件につき 10,000円 

株券１枚につき   500円

新券交付手数料 無料



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

 
  

 (1) 
 

有価証券報告書 
及びその添付資料

事業年度
(第100期)

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

平成17年６月24日 
関東財務局長に提出

(2) 訂正発行登録書 
  (普通社債)

平成17年６月24日 
関東財務局長に提出

(3) 有価証券報告書の 
訂正報告書

平成17年10月26日 
関東財務局長に提出

事業年度（第100期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）の有価証券報告書に
係る訂正報告書であります。

(4) 半期報告書 (第101期中) 平成17年12月９日 
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２４日

ス タ ン レ ー 電 気 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているスタンレー電気株式

会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、スタンレー電気

株式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岸   洋 平 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 田 日 武 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２７日

ス タ ン レ ー 電 気 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているスタンレー電気株式

会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、スタンレー電気

株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、当連結会計年度より、会社は固定資産の減損に

係る会計基準を適用し連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岸   洋 平 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 田 日 武 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２４日

ス タ ン レ ー 電 気 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているスタンレー電気株式

会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１００期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、スタンレー電気株式

会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岸   洋 平 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 田 日 武 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２７日

ス タ ン レ ー 電 気 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているスタンレー電気株式

会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第101期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計

算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、スタンレー電気株式

会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

追記情報 

 財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、当事業年度より、会社は固定資産の減損に係る会計

基準を適用し財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岸   洋 平 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 田 日 武 
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